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認知症高齢者の日常生活自立度判定の考え方について□

●「認知症高齢者の日常生活自立度」を用いた加算について

（ ）。・医師の判定結果又は主治医意見書を用いていない 医師の判定が無い場合を除く

・医師の判定結果について、医師名、判定日と共に各サービス計画上に記載されてい

いない。

○指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サー

ビスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

（平成18年3月31日老計発第0331005号老振発第0331005号老老発第0331018号厚生労働省老健局計画

課長、振興課長、老人保健課長連名通知 （以下「平成18年留意事項通知」という））

第2 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表に関する事項 1 通則

(12)「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について

① 加算の算定要件として「 認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」の活用につ「

いて （平成５年１０月２６日老健第１３５号厚生省老人保健福祉局長通知）に規」

定する「認知症高齢者の日常生活自立度 （以下「日常生活自立度」という ）を」 。

用いる場合の日常生活自立度の決定に当たっては、医師の判定結果又は主治医意見

書（以下この号において「判定結果」という ）を用いるものとする。。

② ①の判定結果は、判定した医師名、判定日と共に、居宅サービス計画又は各サー

ビスのサービス計画に記載するものとする。また、主治医意見書とは 「要介護認、

定等の実施について （平成２１年９月３０日老発０９３０第５号厚生労働省老健」

局長通知）に基づき、主治医が記載した同通知中「３ 主治医の意見の聴取」に規

定する「主治医意見書」中「３．心身の状態に関する意見(1)日常生活の自立度等

について・認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載をいうものとする。なお、複

数の判定結果がある場合にあっては、最も新しい判定を用いるものとする。

③ 医師の判定が無い場合（主治医意見書を用いることについて同意が得られていな

い場合を含む ）にあっては 「要介護認定等の実施について」に基づき、認定調。 、

査員が記入した同通知中「２(4) 認定調査員」に規定する「認定調査票」の「認

定調査票（基本調査 」７の「認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載を用いる）

ものとする。

21 4 17 vol.79平成 年 月 日 介護保険最新情報

平成 年 月改定関係 ＆ ( )21 4 Q A vol.2

Ｑ： 認知症高齢者の日常生活自立度」を基準とした加算について、医師が判定した「

場合、その情報は必ず文書で提供する必要があるのか。

Ａ：医師が判定した場合の情報提供の方法については特に定めず、必ずしも診断書や

文書による診療情報提供を義務づけるものではない。
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□届出手続きの運用について

届出に係る各種加算の算定の開始時期●

・一定のサービスについて、適正な支給限度額管理のため、届出日により加算等の算

定開始時期が異なる

平成18年留意事項通知

第2 届出手続きの運用 1 届出の受理

(5)届出に係る加算等の算定の開始時期

、 、 、定期巡回・随時対応型訪問介護看護 夜間対応型訪問介護 認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護若しくは複合型サービス又は介護予防認知症対応型通所介護

若しくは介護予防小規模多機能型居宅介護における届出に係る加算等（算定される単

位数が増えるものに限る。以下同じ ）については、適正な支給限度額管理のため、。

利用者や居宅介護支援事業者等に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎月１

５日以前になされた場合には翌月から、１６日以降になされた場合には翌々月から、

算定を開始するものとすること。ただし、平成２４年４月から算定を開始する加算等

の届出については、前記にかかわらず、同年３月２５日以前になされていれば足りる

ものとする。認知症対応型共同生活介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護

（いずれも短期利用型を含む 、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着。）

型介護老人福祉施設入所者生活介護における届出に係る加算等については、届出が受

理された日が属する月の翌月（届出が受理された日が月の初日である場合は当該月）

から算定を開始するものとする。

●加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い

・加算等を算定する体制がとれない状況が生じた場合は、速やかにその旨の届出を行

うこと

平成18年留意事項通知

第2 届出手続きの運用

５ 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算

定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させることとする。な

お、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を

行わないものとする。また、この場合において、届出を行わず、当該算定について請

求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給付費は不当利得となるので返

還措置を講ずることになることは当然であるが、悪質な場合には指定の取消しをもっ

て対処すること。
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□地域密着型サービス事業に規定する研修について

○「地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準及び指定地域密着型

介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービ

スに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準に規定する厚生労働大臣

が定める者及び研修」に規定する研修について

（平成24年3月16日 老高発0316第2号・老振発0316第2号・老老発0316第6号）

●管理者 認知症対応型サービス事業管理者研修

・認知症対応型通所介護事業所、小規模多機能型居宅介護事業所、認知症対応型共同

生活介護事業所、複合型サービス事業所の管理者（経過措置及びみなし措置あり）

●計画作成担当者 ①実践者研修、②小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修

・認知症対応型共同生活介護事業所の計画作成担当者（①）

・小規模多機能型居宅介護事業所、複合型サービス事業所の計画作成担当者（②）

（経過措置あり）

●代表者 事業開設者研修認知症対応型サービス

・小規模多機能型居宅介護事業者、認知症対応型共同生活介護事者、複合型サービス

事業者の代表者（経過措置及びみなし措置あり）

地域密着型サービス集団指導資料：P102を参照

※計画作成担当者については、必要な研修を修了していない場合に伴う減算規定がある

ので注意すること

参考

平成18年留意事項通知

第2 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表に関する事項 1 通則

(8)人員基準欠如に該当する場合等の所定単位数の算定について

④ 看護・介護職員以外の人員基準欠如については、その翌々月から人員基準欠如が

解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護費等の

算定方法に規定する算定方法に従って減算される（ただし、翌月の末日において人

員基準を満たすに至っている場合を除く 。小規模多機能型居宅介護事業所並び。）

に複合型サービス事業所における介護支援専門員及びサテライト型小規模多機能型

居宅介護事業所における指定地域密着型サービス基準第６３条第１２項に規定する

研修修了者並びに認知症対応型共同生活介護事業所における計画作成担当者が必要

な研修を修了していない場合及び認知症対応型共同生活介護事業所における計画作

成担当者のうち、介護支援専門員を配置していない場合についても、同様の取扱い

とする。ただし、都道府県（指定都市を含む。以下同じ ）における研修の開催状。
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況を踏まえ、研修を修了した職員の離職等により人員基準欠如となった場合に、小

規模多機能型居宅介護事業所及び複合型サービス事業所にあっては介護支援専門員

を、認知症対応型共同生活介護事業所にあっては計画作成担当者を新たに配置し、

かつ、市町村からの推薦を受けて都道府県に研修の申込を行い、当該介護支援専門

員又は当該計画作成担当者が研修を修了することが確実に見込まれるときは、当該

研修を修了するまでの間は減算対象としない取扱いとする。なお、当該介護支援専

門員又は当該計画作成担当者が受講予定の研修を修了しなかった場合は、通常の減

算の算定方法に従って、人員基準欠如が発生した翌々月から減算を行うこととする

が、当該介護支援専門員等が研修を修了しなかった理由が、当該介護支援専門員等

の急な離職等、事業所の責に帰すべき事由以外のやむを得ないものである場合であ

って、当該離職等の翌々月までに、研修を修了することが確実に見込まれる介護支

援専門員等を新たに配置したときは、当該研修を修了するまでの間は減算対象とし

ない取扱いとすることも差し支えない。

□サービス提供体制強化加算について

●職員の割合について

・常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く）又は直近の３月間の平均につい

ての確認・記録がない

●当該加算算定中に当該年度のある時点で職員の割合を満たさなくなった場合の取扱い

・ある時点において所定の職員の割合を満たしていなくとも、前年度の平均（３月を

除く）を満たしていれば、当該年度については算定することができる

・上記の場合で当該年度の平均（３月を除く）が満たさなくなれば、翌年度について

は算定することができない

平成18年留意事項通知 （例）認知症対応型通所介護

第2 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表に関する事項

４ 認知症対応型通所介護費

(10)サービス提供体制強化加算について

①２(12)④及び⑤を準用する。

２(12)サービス提供体制強化加算について

④ 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を

除く ）の平均を用いることとする。ただし、前年度の実績が６月に満たない事。

業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む ）については、届出日。

の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出した平均を用いることと

する。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、４月

目以降届出が可能となるものであること。

なお、介護福祉士又は実務者研修修了者若しくは介護職員基礎研修課程修了者
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については、各月の前月の末日時点で資格を取得又は研修の課程を修了している

者とすること。

前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３月間⑤

、 。 、の職員の割合につき 毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない なお

その割合については、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合につい

ては、直ちに第１の５の届出を提出しなければならない。

② 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。具体

的には、平成２１年４月における勤続年数３年以上の者とは、平成２１年３月３１

日時点で勤続年数が３年以上である者をいう。

③ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人の

経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用

者に直接提供する職員として勤務した年数を含めることができるものとする。

、 、 、④ 認知症対応型通所介護を利用者に直接提供する職員とは 生活相談員 看護職員

介護職員又は機能訓練指導員として勤務を行う職員を指すものとする。

⑤ 同一の事業所において介護予防認知症対応型通所介護を一体的に行っている場合

においては、本加算の計算も一体的に行うこととする。
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認知症対応型通所介護３－２

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又は□事業所において

機能訓あん摩マッサージ指圧師の資格（以下「有資格者」という ）を有する者を。

練指導員として配置することについて

通所介護事業所等における機能訓練指導員の配置について」○「

平成24年7月4日付け岡事指第255号 岡山市保健福祉局事業者指導課長通知）（

地域密着型サービス集団指導資料：P106を参照

・認知症対応型通所介護及び介護予防認知症対応型通所介護（グループホーム等活用

型を除く ）における機能訓練指導員の配置について、平成２４年１０月１日指定。

分以降についての新規事業所は、有資格者の機能訓練指導員の配置を求める取扱い

とします。なお、経過措置として平成２４年７月１日までに指定を受ける又は既に

指定を受けている事業所において、有資格者である機能訓練指導員を配置していな

い場合は、平成２５年６月３０日までに有資格者の機能訓練指導員の配置をお願い

します。

・指定の更新について、経過措置期間を過ぎても、有資格者の機能訓練指導員を配置

していない場合は、指定更新ができません。

□事業所における生活相談員の任用資格について

○「通所介護事業所等における生活相談員の任用資格について」

（平成24年7月4日付け岡事指第254号 岡山市保健福祉局事業者指導課長通知）…イ

地域密着型サービス集団指導資料：P113を参照

・認知症対応型通所介護及び介護予防認知症対応型通所介護（グループホーム等活用

型を除く ）における生活相談員の任用資格について 「社会福祉法第19条第1項各。 、

号のいずれかに該当する者（社会福祉主事任用資格者）と同等以上の能力を有する

と認められる者」として介護支援専門員の登録を受けている者することについて、

平成２４年７月１日から適用を開始することとします。

・介護支援専門員の登録を受けている者をいい、専門員証の交付を受けていない者を

含みます。

・介護支援専門員の登録を受けている者を生活相談員として雇用する場合は、生活相

談員としての業務に従事させるのであって、介護保険法に規定されている介護支援

専門員としての業務を行うものではないこと。

●なお、条例施行に伴い、規則に定めるデイサービスの事業に常勤の介護職員として５

年以上従事した者（５年間の実務経験の要件が達成された時点と介護福祉士の資格取

得時点との前後関係は問わない ）が新たに資格要件として加わるとともに、上記イ。

の通知を廃止します。
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関係法令

○社会福祉法（昭和26年法律第45号）

（資格等）

、 、第19条 社会福祉主事は 都道府県知事又は市町村長の補助機関である職員とし

年齢20年以上の者であつて、人格が高潔で、思慮が円熟し、社会福祉の増進に

熱意があり、かつ、次の各号のいずれかに該当するもののうちから任用しなけ

ればならない。

一 学校教育法に基づく大学、旧大学令に基づく大学、旧高等学校令に基づく高

等学校又は旧専門学校令に基づく専門学校において、厚生労働大臣の指定する

社会福祉に関する科目を修めて卒業した者

二 厚生労働大臣の指定する養成機関又は講習会の課程を修了した者

三 社会福祉士

四 厚生労働大臣の指定する社会福祉事業従事者試験に合格した者

五 前各号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認められる者として厚生労働

省令で定めるもの（下記参照）

○社会福祉法施行規則（昭和26年厚生省令第28号）

（法第19条第1項第5号に規定する厚生労働省令で定める者）

第1条の2 社会福祉法第19条第1項第5号に規定する厚生労働省令で定める者は、

次のとおりとする。

一 精神保健福祉士

二 学校教育法に基づく大学において、法第19条第1項第1号に規定する厚生労働

大臣の指定する社会福祉に関する科目を修めて、学校教育法第102条第2項の規

定により大学院への入学を認められた者

□事業所外で指定認知症対応型通所介護を提供する場合の取扱について

・ 指定認知症対応型通所介護は、原則として事業所内で提供されることとなっていま

すが、一定の要件を満たした上で例外的に事業所外においても提供することができま

す。

① あらかじめ通所介護計画に必要性及び具体的な内容が位置づけられていること

② 効果的な機能訓練等のサービスが提供できること

③ 人員に関する基準を遵守すること

④ 利用定員を遵守すること

⑤ 提供した具体的なサービス内容等を記録すること
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参考

○事業所外で指定通所介護を提供する場合の取扱いについて

平成19年7月2日付け長寿第477号 岡山県保健福祉部 長寿社会対策課長）一部抜粋

（問）午前中はデイサービスセンターにおいて機能訓練等を実施し、午後から花

見等戸外での活動等を行う場合は、戸外での活動部分については通所介護の

サービスとならないのでしょうか。

（答）通所介護のサービスは、必ずしも事業所内の活動に限定されるものではなく、

戸外での活動が、通所介護計画に機能訓練の一環として位置付けられ、かつ、訓

練が適切に行われるものであれば、通所介護のサービスの対象として差し支えあ

りません。

（問）通所介護事業所の外での入浴（日帰り温泉等）で利用者の入浴を行った場

合、入浴介助加算の算定を行うことが可能でしょうか。

（答）算定できません。

事例のような特別の行事の場合は、介護保険外サービスとしてください。

（問）認知症高齢者に対し、買い物や散歩等の外出を日課として行うことは可能

でしょうか。

（答）認知症高齢者において、このような活動は必要に応じて実施すべきであり、通

所介護計画に日課として位置づけた上で実施することは差し支えありません。

（問）今回の通知により、参考様式が廃止されましたが、事業所外で行ったサー

ビスについて、記録する必要はなくなったのでしょうか。

（答）提供した具体的なサービス内容等について記録する必要があります。

具体的には、業務日誌、利用者の個人記録等への記録が想定されます。
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小規模多機能型居宅介護３－３

□居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書の取扱いについて

・(介護予防)小規模多機能型居宅介護利用者が認定更新の結果、

①要支援→要介護、

②要介護→要支援となった場合、

改めて居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書の提出をなされていない事例が

みられた

○居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書の取扱いについて

（平成１８年１２月１２日付け事務連絡 岡山市介護保険課長）

地域密着型サービス集団指導資料：P115を参照

□日々の人員配置の考え方について

・日々の人員配置について、前年度の通いサービス利用者の平均をもとに配置できて

いない日がみられた

○指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について

（平成18年3月31日老計発第0331004号 老振発第0331004号 老老発第0331017号厚生労働省老健

局計画課長、振興課長、老人保健課長連名通知 （以下「平成18年解釈通知」という））

第4 小規模多機能型居宅介護 2人員に関する基準

(1)従業者の員数等（基準第63条）

②小規模多機能型居宅介護従業者

ハ 日々の通いサービスの実際の職員配置については、その日ごとの状況に応じ

て判断する必要があるが、単に通いサービスの利用者がいないからといって職

員を配置しないということではなく、通いサービスを利用しない者に対する訪

問サービスも含め、利用者に何らかの形で関わることできるような職員配置に

努めるものとする。

□小規模多機能型居宅介護事業所の管理者と居宅サービスの管理者の兼務について

・地域密着型介護老人福祉施設に併設している小規模多機能型居宅介護事業所の管理

者が同じく併設している短期入所生活介護の管理者を兼務している事例がみられた

平成 年 月 日24 3 16
vol.267事務連絡 介護保険情報

平成 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ( )24 Vol.1
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、 ） 、Ｑ：居宅サービス事業所(居宅介護支援事業所 通所介護事業所等 と併設する場合

小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は、当該居宅サービス事業所の管理者と兼

務することは可能か。また、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理者に

ついてはどうか。

Ａ：小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は､当該事業所の従業者のほか、職員の

（ 、 、行き来を認めている４施設等 地域密着型介護老人福祉施設 地域密着型特定施設

認知症対応型共同生活介護事業所、介護療養型医療施設（療養病床を有する診療所

であるものに限る ）及び同一敷地内の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業。）

所（夜間対応型訪問介護、訪問介護又は訪問看護の事業を一体的に運営している場

合は当該事業所）の従業者についてのみ兼務可能である。

□継続的に宿泊サービスを利用している者の取扱い

・運営推進会議の評価を前提として、継続して宿泊サービスを利用している形態は想

定される

・但し、他の利用者の適切な宿泊サービス利用の不利益とならないよう配慮と調整が

必要となる

□サービス提供回数についての考え方

・訪問しての見守り・声かけは、サービス提供回数に含めることができる

・電話による見守りは、サービス提供回数に含めることができない

平成18年解釈通知

第4 小規模多機能型居宅介護 4 運営に関する基準

(5)指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針（基準第73条）

① 制度上は週１回程度の利用でも所定点数の算定は可能であるが、利用者負担等も

勘案すれば、このような利用は必ずしも合理的ではなく、運営推進会議に通いサー

ビスの回数等を報告し、適切なサービス提供であるかどうかの評価を受けることが

必要となるものである。

指定小規模多機能型居宅介護は、通いサービスを中心として、利用者の様態や希

望に応じて、訪問サービスや宿泊サービスを組み合わせてサービスを提供するとい

う弾力的なサービス提供が基本であり、宿泊サービスの上限は設けず、重度の者で

あれば、運営推進会議に対し報告し、評価を受けることを前提として、ほぼ毎日宿

泊する形態も考えられる。しかしながら、ほぼ毎日宿泊するような者が増え、他の

利用者の宿泊に対応できないような状況になれば、他の利用者が適切にサービスが

利用できるよう調整を行うことが必要となるものである。

②～④略

⑤ 同条第８号に定める「適切なサービス」とは、一の利用者に対して、通いサービ
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ス及び訪問サービスを合わせて概ね週４日以上行うことが目安となるものである。

指定小規模多機能型居宅介護事業者は、通いサービス及び訪問サービスを提供しな

い日であっても、電話による見守りを含め、利用者に何らかの形で関わることが望

ましい。

、 、なお 指定小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身体介護に限られないため

利用者宅を適宜訪問し、見守りの意味で声かけ等を行った場合でも訪問サービスの

回数に含めて差し支えない。

21 3 23 vol.69平成 年 月 日 介護保険最新情報

平成 年 月改定関係 ＆ ( )21 4 Q A vol.1

Ｑ：サービス提供が過小である場合の減算の取扱いについて、電話による見守りをサ

ービス提供回数に含めることは可能か。

Ａ：利用者宅を訪問して見守りの意味で声かけ等を行った場合は、サービス提供回数

に含めることは可能であるが、電話による見守りはサービス提供回数に含めること

はできない。

□基本報酬の算定について

・登録日以前から小規模多機能型居宅介護費を算定しているものがみられた

・月途中のサービス利用開始又は利用終了している場合に、利用開始日（登録日）か

ら、又は利用終了日（登録終了日）までの日割り請求を行っていないものがみられ

た

平成18年留意事項通知

第2 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表に関する事項

５ 小規模多機能型居宅介護費

(1)基本報酬の算定について

小規模多機能型居宅介護費は、当該小規模多機能型居宅介護事業所へ登録した者に

ついて、登録している期間１月につきそれぞれ所定単位数を算定する。月途中から登

録した場合又は月途中から登録を終了した場合には、登録していた期間（登録日から

当該月の末日まで又は当該月の初日から登録終了日まで）に対応した単位数を算定す

ることとする。

これらの算定の基礎となる「登録日」とは、利用者が小規模多機能型居宅介護事業

者と利用契約を結んだ日ではなく、通い、訪問又は宿泊のいずれかのサービスを実際

に利用開始した日とする。また 「登録終了日」とは、利用者が小規模多機能型居宅、

介護事業者との間の利用契約を終了した日とする。
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□入院等により、サービスを利用できない場合の算定の可否について

・原則として契約を終了すること

18 9 4 information vol.127平成 年 月 日 介護制度改革

事務連絡

Q&A介護老人福祉施設及び地域密着型サービスに関する

Ｑ：入院により、通いサービス、訪問サービス、宿泊サービスのいずれも利用し得な

い月であっても、小規模多機能型居宅介護費の算定は可能か。

Ａ：登録が継続しているなら、算定は可能であるが、お尋ねのような場合には、サー

ビスを利用できないのに利用者負担が生じることに配慮して、基本的には、一旦契

約を終了すべきである。

□看護職員配置加算の考え方

・専ら小規模多機能型居宅介護従業者としての業務（介護・看護業務）に従事する看

護師もしくは准看護師として従事していない

・管理者若しくは介護支援専門員を兼ねた看護職員を配置して加算を算定しているも

のがみられた

21 3 23 vol.69平成 年 月 日 介護保険最新情報

平成 年 月改定関係 ＆ ( )21 4 Q A vol.1

Ｑ：看護師資格を有する管理者については、看護職員配置加算の要件である常勤かつ

専従を満たすこととして、加算を算定することは可能か。

Ａ：指定基準等においては、看護職員の配置は常勤要件とはされていない。一方、看

護職員配置加算は、利用者ニーズへの対応を図るため、常勤かつ専従を要件として

創設されたものであることから、お尋ねのような場合についての加算の算定は認め

られない。
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認知症対応型共同生活介護３－４

□計画作成担当者のうち介護支援専門員を配置していない人員基準欠如の取扱扱い

・事業所において、共同生活住居ごとに配置する計画作成担当者のうち１以上の者に

ついて、介護支援専門員を配置していない

・介護支援専門員が離職して、結果事業所に１以上配置できていないにも関わらずそ

のまま新たな介護支援専門員を配置していない（できていない）

○指定認知症対応型共同生活介護事業所における計画作成担当者の介護支援専門員の

配置について（通知）

（平成１８年６月２９日付け岡介指第１５号 岡山市介護保険課長）一部抜粋

従来、計画作成担当者は介護支援専門員をもって充てなければならないこととなっ

ておりましたが（２ユニット以上の場合、計画作成担当者のうち少なくとも１人 、）

平成１８年３月３１日までは経過措置として計画作成担当者をすべて介護支援専門員

でない者をもって充てることができることとされていました。

このたび 「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指、

定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実

、 、施上の留意事項について｣ 平成18年3月31日老計発 号 老振発第 号( 0331005 0331005
0331018 )老老発第 号厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長連名通知

（別紙１）により、計画作成担当者のうち、介護支援専門員を配置していない場合に

ついては、減算される取扱いとなっております。

つきましては、減算の取扱いについて、下記のとおりとさせていただきますので、

貴事業所における介護支援専門員の配置について特段の配慮をお願いいたします。

１ 減算の取扱いについては、平成１８年７月 日からの適用とします1

【例】

平成１８年７月に介護支援専門員が配置されていない場合

↓

翌月（８月）末において基準を満たすに至っていなければ、

↓

翌々月（９月）から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全

員（２ユニットの場合、２ユニットとも）について減算される

-89-



- 17 -

○認知症対応型共同生活介護の運営及び介護報酬算定に係る要件等について(通知）

（平成１８年９月１４日付け事務連絡 岡山市保健福祉局介護保険課長）一部抜粋

４ 計画作成担当者の介護支援専門員の配置について

平成１８年６月２９日付岡介指第１５号で通知したとおり、計画作成担当者に介護

支援専門員をもって充てていない場合（２ユニット以上の場合、計画作成担当者のう

ち少なくとも1人 、減算される取扱いとなっておりますので、そのような事実が生）

じている事業所においては、速やかに解消するよう努めてください。

【Ｑ＆Ａ】

（問１）経過措置が終了した平成１８年４月１日以降も引き続き介護支援専門員

が配置できていないのだが、その取扱いは。

（答）平成１８年６月２９日付岡介指第１５号で通知したとおり、８月末日に基準を

、 、満たすに至っていなければ ９月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで

利用者等の全員（２ユニットの場合、２ユニットとも）減算されるので 「介護、

給付費算定に係る体制等に関する届出」により、届け出てください （下記【届。

出手続きの運用】参照）

９月サービス提供分は、減算したものを請求してください。

（問２）平成１８年８月１５日付けで介護支援専門員である計画作成担当者が急

に離職してしまった。いつから減算になるのか。

（答）翌月（９月）末日において基準を満たすに至っていなければ、翌々月（１０か

ら人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員（２ユニットの場

合、２ユニットとも）減算される。

□認知症であることの確認を診断書で行うことについて

・入居申込者の入居に際して、主治医の診断書により当該入居申込者が認知症で

ある者の確認ができていないものがみられた

・入居日以降の日付けで診断書が出されている

・診療情報提供書もしくは看護添書で認知症である者の確認をしている
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○認知症対応型共同生活介護の運営及び介護報酬算定に係る要件等について（通知）

（平成１８年９月１４日付け事務連絡 岡山市保健福祉局介護保険課長）一部抜粋

１ 入居の際の認知症である者であることの確認について

基準省令第94条第２項により、事業者は、入居申込者の入居に際しては、主治の医

師の診断書等により当該入居申込者が認知症である者であることの確認をしなければ

ならないこととなっています。従来、岡山県の実地指導及び集団指導において、この

確認は主治医の診断書に限るとの指導がなされており、各事業所においては適切に対

応していただいていることと思います。

これを踏まえ、平成18年10月１日以降の入居に際して、主治医の診断書により認知

症である者であることの確認をしていない場合及び既に入居している者で、医師が記

載した書面以外で「認知症を確認している」者については、介護報酬を返還していた

だくことを、岡山市として改めて周知いたしますので、事業所においては充分ご留意

お願いします。

【Ｑ＆Ａ】

（問１）入居後に診断書で認知症である者であることを確認してもよいのか。

（答）認知症対応型共同生活介護の事業は、認知症であるものに対して行うサービス

であるため、入居に際して、認知症であることを確認する必要があります。

よって、診断書による確認は入居日以前にしてください （10月１日以降入居。

している者で、診断書が入居日以降の場合、入居日から診断書の日付の前日まで

返還していただきます）

（ ） 、問２ 入居前の入院先からの看護添書に認知症であることが記入されていれば

確認したことになるのか。

（答）認知症であるかどうかは、医師にしか診断できません。よって、看護添書では

基準省令第94条第２項を満たしているとはみなされません。

（問３）診療情報提供書、認定審査における主治医の意見書の写しを入手し、そ

れに認知症であることが記入されていれば、確認したことになるのか。

（答）医師の診断によるものではありますが、診断書以外の書面は、本来は他の目的

のために供せられることから、岡山市では医師の診断書によって確認していただ

くよう統一いたします。
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□介護・福祉用具、及び寝具等の使用料の徴収について

入居者が利用する介護・福祉用具及び寝具等（以下「福祉用具等」という）の・

費用について、入居者に負担を求めているものがみられた

認知症対応型共同生活介護を受けている場合は、福祉用具貸与について介護保険

の適用が認められていないこと、事業所は要介護者で認知症の状態にある方が共同

生活する場であることから、入居者が事業所における生活を行う上で必要となる福

祉用具や一般的な寝具等については、介護報酬（保険給付）に評価されているので

原則として、事業所の負担で準備すること。

（主な福祉用具の例）

・車イス ・歩行器 ・ポータブルトイレ ・センサーマット ・介助バー 等

（主な寝具の例）

・介護ベッド ・マットレス ・布団 ・シーツ ・枕 等

（不適切な取扱い）

・事業所が福祉用具等を準備せず、入居者に福祉用具等の購入を求めること

・事業所が福祉用具等を準備を行い、毎月、使用料を請求すること

・在宅生活時に福祉用具貸与を利用していた者の入居に際し、事業所に当該福祉

用具がないこと、準備ができないこと等を理由に入居を断ること

・事業所が入居者から福祉用具等の使用料を徴収する形態でなくとも、入居者と

福祉用具業者間で直接契約等を行わせるなどして、当該福祉用具等の費用を入

居者に負担させること

計画作成担当者等による適切なアまた、一般的な仕様の福祉用具等でなくとも

セスメントの結果、入居者の処遇上必要であってケアプランに位置付けられる

ものについては同様の扱いとなります

なお、以上についての取扱いは入居者が従来利用していた馴染みの福祉用具

等を持参することや入居者が自発的に希望の福祉用具等を購入して持参するこ

とを制限するものではありません

（例外的な取扱い）

・計画作成担当者等による適切なアセスメントの結果、入居者に必要とされるよりも

高機能を有する福祉用具等、特殊な福祉用具等を入居者が希望する場合

、 、・事業所が入居者に対して必要と判断し 福祉用具等を準備しているにもかかわらず

入居者の好みで別製品の福祉用具等の利用を希望する場合
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その他利用料についての関連通知を参照

○通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて

（平成１２年３月３０日 老企第５４条）

○「その他の日常生活費」に係るＱ＆Ａ

（平成１２年３月３１日厚生省老人保健福祉局介護保険制度施行準備室 事務連絡）

○介護保険施設等におけるおむつ代に係る利用料の徴収について

（平成１２年４月１１日老振第２５号・老健第９４号）

○介護保険施設等における日常生活費等の受領について

（平成１２年１１月１６日老振第７５号・老健第１２２号）

□医療機関への通院について

●通院について

・入居者を医療機関への通院介助をする際に家族対応としているものがみられた

通院の介助は、利用者に対する日常生活上の援助に当たることから、介護報酬（保

険給付）に評価され、グループホームが提供する介護サービスの一環として行われる

べきものであり、原則として、グループホームが行う必要があります（ただし、家族

の希望により、家族等が行う場合を妨げるものではありません 。。）

以上から、協力医療機関であるかないかを問わず、通院介助に係る費用について、

グループホームは介護報酬とは別に費用を利用者から徴収することはできません。

ただし、交通費について、利用者及び家族等との契約により実費を徴収することは

差し支えありません。

□ＧＨ利用中に外泊を行った者について、その期間中の居宅サービス利用の扱い

平成 年 月 日 事務連絡15 5 30
vol.151 Q&A介護保険最新情報 介護報酬に係る

外泊の期間中の取扱

Ｑ：認知症対応型共同生活介護を受けている者の外泊の期間中の居宅サービスの利用

について

Ａ：外泊の期間中に居宅サービスを利用するためには､当該サービスについて､居宅介

護支援事業者により作成される居宅サービス計画に位置付ける必要がある。この場

合､当該居宅支援事業者に対して居宅介護支援費が算定される。当該グループホー

ムの計画作成担当者は作成できない。
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なお、外泊の期間は初日及び最終日は含まないので､連続して 泊の外泊を行う7
場合は､ 日と計算される。6

（例）外泊期間： 月 日～ 月 日（ 日間）3 1 3 8 8
月 日 外泊の開始…認知症対応型共同生活介護の所定単位数を算定3 1
月 日～ 月 日（ 日間）…居宅サービスを算定可3 2 3 7 6
月 日 入院又は外泊の終了…認知症対応型共同生活介護の所定単位数を算定3 8

なお、特定施設入所者生活介護の利用者についても同様の取扱である。

□認知症専門ケア加算について

・加算の対象者以外の利用者について算定している

・利用者の「認知症高齢者の日常生活自立度」のランクを確認せずに算定している

・判定した医師名、判定日をサービス計画上に記載していない。

・ 認知症高齢者の日常生活自立度」の決定にあたり、医師の判定結果又は主治医意「

見書を用いていない（医師の判定が無い場合（主治医意見書を用いることについて

同意が得られていない場合を含む ）を除く 。。 ）

○指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成18年厚生労働省告示第126号）

５ 認知症対応型共同生活介護費

ヘ 認知症専門ケア加算

注 イについて別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に

届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める者に

対し専門的な認知症ケアを行った場合には、当該基準に掲げる区分に従い、１日に

つき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない

(1)認知症専門ケア加算（Ⅰ） ３単位

(2)認知症専門ケア加算（Ⅱ） ４単位
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平成18年留意事項通知

第2 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表に関する事項 6 認知症対応型共同生活介護費

(9) 認知症専門ケア加算について

① 「日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が認められることから

介護を必要とする認知症の者」とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当

する利用者を指すものとする。

② 「認知症介護に係る専門的な研修」とは 「認知症介護実践者等養成事業の実施、

について （平成１８年３月３１日老発第０３３１０１０号厚生労働省老健局長通」

知）及び「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について （平成１８年３月」

３１日老計第０３３１００７号厚生労働省計画課長通知）に規定する「認知症介護

実践リーダー研修」を指すものとする。

③ 「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは 「認知症介護実践者等養成事業、

の実施について」及び「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規

定する「認知症介護指導者養成研修」を指すものとする。

21 3 23 vol.69平成 年 月 日 介護保険最新情報

平成 年 月改定関係 ＆ ( )21 4 Q A vol.1

Ｑ：認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者の割合の算定方法如何。

Ａ：届出日の属する月の前３月の各月末時点の入所者又は利用者数の平均で算定す

る。

□介護支援専門員でない計画作成担当者の変更届の取扱い及び認知症介護実践研修（実践

者研修）を修了していることの確認について

① 岡山市指定居宅サービス事業者等の指定等に関する規則（平成２４年１０月１２日

市規則第１８０号）の改正に伴い、変更等の届出に関する様式が旧：様式第２号（第

３条関係 「変更届出書」から新：様式第４号（第５条関係 「指定居宅サービス事） ）

業等変更届出書」に変更となりました。

② 新様式においては、介護支援専門員でない計画作成担当者についての項目が設けら

れていませんが、当該担当者については研修の未受講に伴う減算規定も設けられてお

り、事業所の運営に多大な影響を及ぼす可能性があることから、変更があった場合に

は従前の取扱いと同様に新様式にて変更届出の提出をもとめることとします。

③ なお、記載の方法としては 「２３ 介護支援専門員の氏名及びその登録番号」の、

欄を活用し、介護支援専門員の部分を二重線で取消すとともに計画作成担当者と訂正

するなどして提出してください。

-95-



- 23 -

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護３－５

□地域密着型介護老人福祉施設に小規模多機能型居宅介護事業が併設されている場合の

当該施設に配置しないことができる介護支援専門員について

・併設する小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員により当該指定介護老人福

祉施設の利用者の処遇を行う場合の介護支援専門員が常勤でないものがみられた

・併設する小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員により当該指定介護老人福

祉施設の利用者の処遇を行う場合の介護支援専門員が生活相談業務を行うなど、当該

業務を適切に遂行していないものがみられた

○指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

（平成18年厚生労働省令第34号）

第7章 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 第2節 人員に関する基準

第１３１条

１～１０略

１１ 第１項第６号の介護支援専門員は、専らその職務に従事する常勤の者でなけれ

ばならない。以下略

１２～１４略

１５ 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指

定複合型サービス事業所が併設される場合においては、当該指定地域密着型介護老

人福祉施設の介護支援専門員については、当該併設される指定小規模多機能型居宅

介護事業所又は指定複合型サービス事業所の介護支援専門員により当該指定地域密

着型介護老人福祉施設の利用者の処遇が適切に行われると認められるときは、これ

を置かないことができる。

平成18年解釈通知

第7 地域密着型介護老人福祉移設入所者生活介護 2 人員に関する基準

(7) 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定短期入所生活介護事業所、指定通所介

護事業所、併設型指定認知症対応型通所介護事業所、指定小規模多機能型居宅介護

事業所、指定複合型サービス事業所等が併設される場合については、処遇等が適切

に行われる場合に限り、それぞれ次のとおり人員基準の緩和を認めている。

①～③（略）

④ 指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定複合型サービス事業所又は指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所と併設する指定地域密着型介護老人福祉施設に置

かないことができる人員

・介護支援専門員
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□夜勤職員配置加算について

●延夜勤時間数に含まれる勤務時間について

・夜勤時間帯の設定が 朝食及び夕食介助の両方を含む設定とならないなど適切でな、

いものがみられた

21 3 23 vol.69平成 年 月 日 介護保険最新情報

平成 年 月改定関係 ＆ ( )21 4 Q A vol.1

Ｑ： 日平均夜勤職員数を算出するための延夜勤時間数には、早出・遅出や日勤帯勤1
務の職員の勤務時間も含められるのか。

Ａ：本加算は、深夜の時間帯のみならず、特に介護量が増加する朝食、夕食及びその

前後の時間帯を含む夜勤時間帯全体における手厚い職員配置を評価するものであ

り、その施設が設定した夜勤時間帯において勤務した時間であれば、早出・遅出及

。 、び日勤帯勤務の職員の勤務時間も延夜勤時間数に含めることは可能である ただし

加算を算定可能とすることを目的として、例えば「 時から翌日 時まで」のよ22 14
17うな極端な夜勤時間帯の設定を行うべきではなく 夜勤時間帯の設定は 例えば、 、 「

時から翌朝 時まで」のような朝食介助・夕食介助の両方を含む設定を基本としつ9
つ、勤務実態等から見て合理的と考えられる設定とすべきである。

ただし、夜勤職員配置の最低基準が 人以上とされている入所者が 人以下の1 25
施設については、いわゆる「 人夜勤」の負担を緩和する観点から、深夜の時間帯1
において職員を加配する（夜勤職員を 人以上とする）ことにより加算の算定要件2
を満たすことが望ましい。

Ｑ：延夜勤時間数には純粋な実働時間しか算入できないのか。休憩時間はどのように

取り扱えばいいのか。

Ａ：通常の休憩時間は、勤務時間に含まれるものとして延夜勤時間数に含めて差し支

えない。ただし、大半の時間において仮眠をとっているなど、実態として宿直に近

い状態にあるような場合についてまで含めることは認められない。

□認知症専門ケア加算について

●地域密着型サービス集団指導資料：P94「認知症対応型共同生活介護」の項を参照

□看護体制加算について

・本体施設と併設ショートステイの一体的算定について

・本体施設と併設ショートステイで算定する場合の兼務について

・本体施設と併設ショートステイのどちらかでの算定について
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●機能訓練指導員が看護師である場合について

・常勤の看護師が機能訓練指導員を兼務しており、看護職員としての業務以外の業務

に従事する看護師によって同加算を算定しているものがみられた

21 3 23 vol.69平成 年 月 日 介護保険最新情報

平成 年 月改定関係 ＆ ( )21 4 Q A vol.1

Ｑ：本体施設である介護老人福祉施設と併設のショートステイについて、一体的に加

算を算定できるのか。

Ａ：本体施設と併設のショートステイそれぞれについて別個に加算算定の可否を判断

する。すなわち、看護体制加算（Ⅰ）では本体施設と併設のショートステイでそれ

ぞれ常勤の看護師を 人ずつ配置している場合、看護体制加算（Ⅱ）では本体施設1
と併設のショートステイでそれぞれ常勤換算で ： 以上、かつ本体施設では最低25 1
基準に加え 以上の看護職員を配置している場合に、算定可能となる。1
その際、看護体制加算（Ⅱ）については、本体施設と併設のショートステイを兼

務している看護職員は、勤務実態、利用者数、ベッド数等に基づき按分するなどの

方法により当該職員の常勤換算数を本体施設とショートステイに割り振った上で、

本体施設とショートステイそれぞれについて加算の算定の可否を判断することとな

る。

なお、空床利用型ショートステイについては、加算（Ⅰ （Ⅱ）とも、本体施）、

設において加算の算定基準を満たしていれば空床利用型ショートステイについても

加算を算定することができる。

Ｑ：本体施設と併設のショートステイの両方で看護体制加算（Ⅰ）を算定する場合、

ショートステイの看護師は本体施設の業務に従事してはいけないのか。

Ａ：本体施設と併設のショートステイの両方で看護体制加算（Ⅰ）を算定する場合、

本体施設とショートステイそれぞれを担当する常勤の看護師が定められていること

が必要であるが、ショートステイを担当する常勤看護師が、ショートステイにおけ

る業務に支障のない範囲で本体施設における業務に従事することを妨げるものでは

ない。本体施設を担当する常勤看護師がショートステイの業務に従事する場合も同

じ。

Ｑ：本体施設と併設のショートステイを通じて常勤看護師が 人しかいないが、その1
人が特養とショートステイの両方を均等に兼務している場合、本体施設と併設の1

ショートステイのどちらで看護体制加算（Ⅰ）を算定するかは事業者の選択による

ものと解してよいか。

Ａ：本体施設と併設のショートステイのどちらで看護体制加算（Ⅰ）を算定するかは

事業者の選択として構わないが、算定することとした方の事業所を主として勤務を

行うべきである。
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Ｑ：機能訓練指導員が看護師である場合、看護体制加算（Ⅱ）の看護職員配置に含め

られるか。看護体制加算（Ⅰ）についてはどうか。

Ａ：看護体制加算（Ⅱ）については、当該機能訓練指導員が看護職員としての業務に

従事している実態があれば、当該業務に係る勤務時間を常勤換算の看護職員数の中

に含めることは可能である。

看護体制加算（Ⅰ）については、看護職員としての業務以外の業務に従事する看

護師によって同加算を算定することは望ましくない。
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平成２５年度介護職員処遇改善加算の算定及び３－６

平成２４年度介護職員処遇改善加算実績報告について

・介護職員処遇改善計画書の内容が、全ての介護職員に周知されていない事例がみられ

た。

・賃金改善所要額が、加算による収入額（加算総額）を下回っている事例がみられた。

地域密着型サービス集団指導資料：P116～「平成25年度介護職員処遇改善加算の算定に

ついて 、P140～「平成24年度介護職員処遇改善加算の実績報告について」を参照」

「平成25年度介護職員処遇改善加算の算定について」

・ 平成24年度に引き続き平成25年度も算定する場合、あるいは、平成25年4月から

新たに算定する場合は、平成25年2月28日までに、平成25年度介護職員処遇改善加

算届出書等を提出すること。

・ 平成24年度に引き続き平成25年度も算定する事業者については、就業規則（給与
規程）及びキャリアパス要件等届出書等について、平成24年度に提出済みの書類か

らの変更がない場合は、申立書を提出することにより省略することが可能。

「平成24年度介護職員処遇改善加算の実績報告について」

・ 平成24年度に当該加算を算定している事業者は、平成25年7月末日までに、実績

報告書を提出すること。

・ 記入例を参考にして作成すること。

別紙様式5の①「平成24年度分介護職員処遇改善加算総額」には、平成24年4月・

～平成25年3月サービス提供分までの加算総額（利用者負担額を含む）を記入す

る。ただし、平成25年3月サービス提供分の月遅れ請求分は含まない。つまり、

国保連における平成24年5月～平成25年4月審査分までの加算総額（利用者負担額

を含む）を記入することになる。 ※＜国保連から通知されている金額を足しあ

げること。＞
、 （ ） 、・ 実績報告で 賃金改善所要額が加算による収入額 加算総額 を下回った場合

、 。（ 。）加算の算定要件を満たしていないため 全額返還となる 差額の返還ではない

また、実績報告を提出しない場合も全額返還となるので、必ず期限までに提出

すること。

・ 仮に現時点で、賃金改善所要額が加算による収入額（加算総額）を下回っている
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場合は、一時金や賞与として追加支給されることが望ましい。

※ 国保連から通知されている金額には、保険給付分の利用者負担額は含まれてい

るが、区分支給限度基準額を超えたサービスに係る加算額は含まれていないため、

区分支給限度基準額を超えたサービスに係る加算額を利用者から徴収している場合

は、その金額を合算すること。

参考 介護職員処遇改善加算関係 Ｑ＆Ａ

平成 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ24
24 3 16 vol.1平成 年 月 日 事務連絡

(問 )介護職員処遇改善加算の届出は毎年必要か。平成２４年度に加算を算234
定しており、平成２５年度にも加算を算定する場合、再度届け出る必要がある

のか。

（答）介護職員処遇改善加算を算定しようとする事業所が前年度も加算を算定して

い場合、介護職員処遇改善計画書は毎年提出する必要があるが、既に提出された

計画添付書類については、その内容に変更（加算取得に影響のない軽微な変更を

含む）ない場合は、その提出を省略させることができる。

(問 )実績報告で賃金改善額が加算額を下回った場合、これまでの交付金と237
同様、返還する必要があるのか。

（答）加算の算定要件は、賃金改善額が加算による収入額を上回ることであり、加

算よる収入額を下回ることは想定されないが、仮に加算による収入額を下回って

いる合は、一時金や賞与として支給されることが望ましい。なお、悪質な事例に

ついては加算の算定要件を満たしていない不正請求として全額返還となる。

(問 ）期限までに実績報告が行われない場合は、実施期間中の当該加算は全238
返還となるのか。

（答）加算の算定要件で実績報告を行うこととしおり、指定権者が実績報告の提出

をめる等の指導を行っているにも関わらず、実績報告の提出を行わない場合は、

加算算定要件を満たしていない不正請求として全額返還となる。
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岡事指第 ２５５号

平成２４年７月４日

各指定（介護予防）認知症対応型通所介護事業者 様

岡山市保健福祉局事業者指導課長

（ 公 印 省 略 ）

通所介護事業所等における機能訓練指導員の配置について（通知）

平素より介護保険サービスの適正な提供にご尽力いただき、厚くお礼申し上げます。

「全ての通所さて、この度、通所介護事業所等における機能訓練指導員について、

介護事業所において、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師

又はあん摩マッサージ指圧師の資格（以下「有資格者」という ）を有する者を機能。

ことが確認されました。訓練指導員として配置する必要がある 」。

つきましては、通所介護事業所等における機能訓練指導員の取扱いについて、別紙

のとおりとしますので、有資格者である機能訓練指導員の配置をお願いします。

なお、機能訓練指導員の配置状況を把握するための調査を行いますので、調査対象

事業所においては、所定の様式にて報告をお願いします。

記

１．調査対象事業所

（介護予防）認知症対応型通所介護（グループホーム等活用型を除く）

２．提出様式

ア及びイ（各１部）

ア：機能訓練指導員配置確認書

イ：資格証（写）及び雇用契約書（写）

３．提出期限

平成24年7月31日（火）必着

※持参、郵送いずれかでお願いします（FAXは不可 。）

４．提 出 先

岡山市保健福祉局 事業者指導課

（問い合わせ先）
〒700-0913
岡山市北区大供3丁目1番18号 KSB会館4階
岡山市事業者指導課 地域密着指導係
TEL： 086)212-1012（
FAX：(086)221-3010
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（別紙）

通所介護事業所等における機能訓練指導員の配置について

１．対象となるサービスの種類

通所介護（療養通所介護を除く 、介護予防通所介護、認知症対応型通所介護及。）

び介護予防認知症対応型通所介護（グループホーム等活用型を除く ）。

２．通所介護事業所等における機能訓練指導員の考え方

通所介護事業所等における機能訓練指導員の配置については、厚生労働省令にお

いて 「機能訓練指導員 １人以上。機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な、

機能の減退を防止するための訓練を行う能力を有する者とし、当該通所介護事業所

。 、の他の職務に従事することができるものとする 」とされ、その解釈通知において

「機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練

を行う能力を有する者とされたが、この「訓練を行う能力を有する者」とは、理学

療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指

圧師の資格を有する者とする 」とされています。。

この度、岡山県が厚生労働省に解釈の再確認を行ったところ 「全ての通所介護、

事業所において、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又

はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する者を機能訓練指導員として配置する必要

がある 」との回答が得られた旨の通知がありました。。

これまで、岡山市では、岡山県と同様、個別機能訓練加算を算定しない場合（利

用者の日常生活やレクリエーション、行事を通じて行う機能訓練を行う場合）は、

生活相談員又は介護職員が兼務していれば有資格者の配置まで求めていませんでし

た。

平成２４年度介護報酬改定において、従前の個別機能訓練加算（Ⅰ）が基本報酬

に包括されたことや指定都市に権限が委任されることとなった居宅サービス等の基

準のなかで、通所介護事業所等の機能訓練指導員の配置については国の基準に「従

新規事業所については、平成２４年１０月１日指うべき」とされていることから、

定分（平成２４年８月３１日までの受付分）以降は、有資格者の機能訓練指導員の

配置を求める取扱いとします。

なお、岡山県においても同様の見直しが行われています。

３．経過措置等について

平成２４年７月１日までに指定を受ける又は既に指定を受けている事業所において、有

資格者である機能訓練指導員を配置していない場合は、経過措置として、平成２５年６月

３０日までに有資格者の機能訓練指導員の配置をお願いします。

４．指定の更新について

経過措置期間を過ぎても、有資格者の機能訓練指導員を配置していない場合は、

指定更新ができません。ご注意ください。
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Ｑ＆Ａ集

（問１）機能訓練指導員について 『機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機、

能の減退を防止するための訓練を行う能力を有する者とされたが、この「訓練を行う

能力を有する者」とは、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復

師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する者とする 』とあるが、上記の資格を。

有していない生活相談員や介護職員が機能訓練指導員を兼務することはできないのか？

（答 「日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う」のは、当該）

訓練を行う能力を有する有資格者（機能訓練指導員）でなければなりません。

なお、利用者の日常生活やレクリエーション、行事を通じて行う機能訓練につい

ては、引き続き、生活相談員又は介護職員が兼務して行っても差し支えありません

が、別途、資格を有する機能訓練指導員の配置が必要となります。

（問２）機能訓練指導員の配置１以上の考え方とは？

（答 「機能訓練指導員１以上」とは （介護予防）通所介護事業所における人員配置基） 、

準において、最低限度の基準として定められています。実際の配置は、それぞれの事

業所において提供する機能訓練の内容・程度により必要人数が定められることとなり

ます。

「機能訓練」については、指定通所介護においては「通所介護の提供に当たっては、

通所介護計画に基づき利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよ

う必要な援助を行う（運営基準第9８条 」と定められており、利用者の心身の状況）

に応じた機能訓練を提供しなければならないとされています。

したがって、それぞれの利用者の通所介護計画に定められた機能訓練を適切に実施

できるよう、必要人員の配置を行わなければならないことに留意してください。

（問３）機能訓練指導員の配置について、出向・派遣等により勤務する職員を配置する

ことは可能か。

（答 （介護予防）通所介護サービスは、運営基準上当該事業所の従業者により提供しな）

ければならないとされています。常勤・非常勤等雇用の形態は問いませんが、出向・

派遣等による従業であっても、当該事業所の管理者の指揮・監督に従い業務に従事す

るものでなければなりません。

なお、新規申請・届出の際には、直接雇用ではない従業者の場合は、資格証の写し

に合わせて、①出向先の指揮監督に従い指示命令に従うこと、②就業場所、③業務の

内容、④出向する期間、⑤双方の記名押印を確認できる書類、出向契約書・派遣契約

書の写し等の添付が必要です。また、この場合、出向・派遣される従業者が特定でき

るものでないと、機能訓練指導員の配置として認められません。

（問４）機能訓練指導員について、委託により配置することは可能か。

（答 （介護予防）通所介護は、運営基準上当該事業所の従業者により提供しなければな）

。らないとされているため、業務委託は認められません

（問５）指定（介護予防）認知症対応型通所介護においても同様の取扱いか。

（答）そのとおり。
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機能訓練指導員配置確認書

                                                       平成２４年  月  日

 岡 山 市 長  様

                 （法人名）

                 （代表者職氏名）   印

 事業所名

 事業所番号  ３  ３

 当該通所介護事業所における、機能訓練指導員の配置については、以下のとおりです。

１．機能訓練指導員の配置状況（有資格者：理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、 

                柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師の資格を有する者）

Ａ 現在配置している  → 有資格者の資格証（写）及び雇用契約書（写）を添付する。

Ｂ 現在配置していない  → ２へすすむ。

２．機能訓練指導員の配置見込（現在有資格者を配置していない事業所のみ）

Ａ 新たに有資格者を採用しなくでも対応できる

（対応方法：                             ）

（対応時期：                    ）

Ｂ 新たに有資格者を採用する

（採用方法：           ）

（採用時期：               ）

 ※新たに有資格者を配置した場合、配置後１０日以内に機能訓練指導員配置報告書

  を提出してください。

 ※資格証（写）及び雇用契約書（写）を添付すること。 
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（記入例） 

機能訓練指導員配置確認書

                                                       平成２４年 ７月 １日

 岡 山 市 長  様

                 （法人名）   ○○介護サービス株式会社

                 （代表者職氏名） 代表取締役 岡山 一郎 印

 事業所名 岡山デイサービスセンター

 事業所番号  ３  ３ ７  ０  １  ０  ０  ０  ０  ０

 当該通所介護事業所における、機能訓練指導員の配置については、以下のとおりです。

１．機能訓練指導員の配置状況（有資格者：理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、 

                柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師の資格を有する者）

Ａ 現在配置している  → 有資格者の資格証（写）及び雇用契約書（写）を添付する。

Ｂ 現在配置していない  → ２へすすむ。

２．機能訓練指導員の配置見込（現在有資格者を配置していない事業所のみ）

Ａ 新たに有資格者を採用しなくでも対応できる

（対応方法： 法人内の他事業所から配置転換する。           ）

（対応時期： 平成２４年８月１日                   ）

Ｂ 新たに有資格者を採用する

（採用方法： 岡山県ナースセンターに登録している。          ）

（採用時期： 平成２４年１２月１日採用見込              ）

 ※新たに有資格者を配置した場合、配置後１０日以内に機能訓練指導員配置報告書

  を提出してください。

 ※資格証（写）及び雇用契約書（写）を添付すること。 
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機能訓練指導員配置報告書

                                                       平成  年 月 日

 岡 山 市 長  様

                 （法人名）

                 （代表者職氏名）             印

 事業所名

 事業所番号  ３  ３

 当該通所介護事業所において、新たに機能訓練指導員を配置しましたので、資格証（写）

及び雇用契約書（写）を添えて、次のとおり報告します。

記

    １．資格の種類

    ２．氏   名
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（記入例）

機能訓練指導員配置報告書

                                                       平成２４年 ８月 ５日

 岡 山 市 長  様

                 （法人名）   ○○介護サービス株式会社

                 （代表者職氏名） 代表取締役 岡山 一郎 印

 事業所名 岡山デイサービスセンター

 事業所番号  ３  ３ ７  ０  １  ０  ０  ０  ０  ０

 当該通所介護事業所において、新たに機能訓練指導員を配置しましたので、資格証（写）

及び雇用契約書（写）を添えて、次のとおり報告します。

記

   １．資格の種類   准看護師

   ２．氏   名      岡山 花子
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岡事指第 ２５４号

平成２４年７月４日

各指定（介護予防）認知症対応型通所介護事業者 様

岡山市保健福祉局事業者指導課長

（ 公 印 省 略 ）

通所介護事業所等における生活相談員の任用資格について（通知）

平素より介護保険サービスの適正な提供にご尽力いただき、厚くお礼申し上げます。

さて、通所介護事業所等における生活相談員の任用資格については 「社会福祉法、

第19条第1項各号のいずれかに該当する者又はこれと同等以上の能力を有すると認め

られる者でなければならない」と定められておりますが、このうち「社会福祉法第19

条第1項各号のいずれかに該当する者（社会福祉主事任用資格者）と同等以上の能力

を有すると認められる者」を次のとおりとします。

記

１．対象となるサービスの種類

（介護予防）認知症対応型通所介護（グループホーム等活用型を除く）

２．生活相談員の任用資格

（次のア・イのいずれかに該当するものとする）

ア 社会福祉法第19条第1項各号のいずれかに該当する者

介護支援専門員イ 上記アと同等以上の能力を有すると認められる者として、

の登録を受けている者（新規）

※詳細は をご覧ください。、（裏面）

３．適用開始年月日

平成24年7月1日

（問い合わせ先）
〒700-0913
岡山市北区大供3丁目1番18号 KSB会館4階
岡山市事業者指導課 地域密着指導係
TEL： 086)212-1012（
FAX：(086)221-3010
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（裏面）

１．生活相談員の任用資格

(次のア・イのいずれかに該当するものとする)

（下記3参照）ア 社会福祉法第19条第1項各号のいずれかに該当する者

イ 介護支援専門員の登録を受けている者（新規）

介護支援専門員の登録を受けている者をいい、登録とは別に専門員証の交付を

受けていない者を含みます（岡山市の取扱い 。）

２．介護支援専門員の登録を受けている者を生活相談員として従事させる場合の取扱

いについて

介護支援専門員の登録を受けている者を生活相談員として雇用する場合は、生活

相談員としての業務に従事させるのであって、介護保険法に規定されている介護支

援専門員としての業務を行うものではないこと。

３．関係法令

○社会福祉法（昭和26年法律第45号）

（資格等）

第19条 社会福祉主事は、都道府県知事又は市町村長の補助機関である職員とし、

年齢二十年以上の者であつて、人格が高潔で、思慮が円熟し、社会福祉の増進

に熱意があり、かつ、次の各号のいずれかに該当するもののうちから任用しなけ

ればならない。

一 学校教育法に基づく大学、旧大学令に基づく大学、旧高等学校令に基づく高

等学校又は旧専門学校令に基づく専門学校において、厚生労働大臣の指定する

社会福祉に関する科目を修めて卒業した者

二 厚生労働大臣の指定する養成機関又は講習会の課程を修了した者

三 社会福祉士

四 厚生労働大臣の指定する社会福祉事業従事者試験に合格した者

五 前各号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認められる者として厚生労働

省令で定めるもの（下記参照）

○社会福祉法施行規則（昭和26年厚生省令第28号）

（法第19条第1項第5号に規定する厚生労働省令で定める者）

第1条の2 社会福祉法第19条第1項第5号に規定する厚生労働省令で定める者は、

次のとおりとする。

一 精神保健福祉士

二 学校教育法に基づく大学において、法第19条第1項第1号に規定する厚生労働

大臣の指定する社会福祉に関する科目を修めて、学校教育法第102条第2項の規

定により大学院への入学を認められた者
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事 務 連 絡   

平成１８年１２月１２日   

 (介護予防)小規模多機能型居宅介護事業者 各位 

岡山市介護保険課長     

居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書の取扱いについて 

 このことについて、(介護予防)小規模多機能型居宅介護を利用するにあたっては、利用

者若しくは事業者が各福祉事務所へ標記届出書の提出をされているかと思います。 

 つきましては、これまでの取扱いに加え、下記事項にご留意いただき、併せて利用者の

方々へご周知くださいますようよろしくお願いいたします。 

記 

 新たに届出書が必要な場合

  ＊(介護予防)小規模多機能型居宅介護利用者が認定更新の結果、 

     ①要支援→要介護 

     ②要介護→要支援 

   となった場合には、改めて居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書の提出が必要

となります。 

  （新たに届出書が必要な理由） 

    現行の国保連合会システムの仕様上、介護給付並びに予防給付の識別ができず、

届出のないまま介護報酬を請求するとエラーとなり返戻となってしまうため。 
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平成２４年１２月 

                                                          岡山市事業者指導課 

平成２５年度介護職員処遇改善加算の算定について

平成２５年度介護職員処遇改善加算の算定にあたっては、以下の手続きをお願い

します。

 なお、岡山市においては、事業者の事務負担を軽減するため、事業所単位ではな

く、法人単位で書類を作成し提出することが可能です。（処遇改善交付金の取り扱

いと同様です。） 

※ 手続きの詳細については、平成２４年度集団指導時に説明を行います。また、

 提出書類の様式は、岡山市事業者指導課ホームページからダウンロード可能です。

http://www.city.okayama.jp/hohuku/jigyousyasidou/jigyousyasidou_00004.html

※ 障害福祉サービス事業所を対象とした、福祉・介護職員処遇改善加算については、 

以下の手続きは適用されませんので、ご留意願います。

１．提出期限について

 （１）平成２４年度において、介護職員処遇改善加算を算定している事業者

   下記３＜提出書類＞を平成２５年２月２８日（木）までに提出すること。

 （２）平成２４年度において、介護職員処遇改善加算を算定していない事業者 

あるいは、キャリアパス要件等に関する適合状況に変更（キャリアパス要件等の 

適合状況ごとに定める率が変動する場合等）がある事業者

   下記３＜提出書類＞に加えて、他の加算と同様に、

    ・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書

    ・介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

   を、新たに算定を受けようとする月の前々月の末日までに提出すること。

２．提出先について

 提出書類の提出先は、介護サービス事業所の指定権者になります。

 岡山市内に介護サービス事業所がある事業者

⇒ 岡山市保健福祉局事業者指導課

      〒７００－０９１３ 岡山市北区大供三丁目１番１８号 ＫＳＢ会館４階

＜ 注  意 ＞ 

  ※ 岡山市以外にも介護サービス事業所がある事業者については、他の指定権者に

   も手続きが必要です。岡山市以外の指定権者への提出方法、提出部数については、

   各指定権者へご確認ください。

-116-



３．提出書類について

※ 介護職員処遇改善計画書（別紙様式２）を法人単位で作成する場合は、法人単位

   での＜提出書類＞を各１部提出してください。

   （事業所単位で提出する必要はありません。） 

＜提出書類＞ （※のある書類は記入例あり） 

□ 介護職員処遇改善加算届出書チェックリスト

□ 介護職員処遇改善加算届出書 （別紙様式３、４）

   届出をする介護サービス事業所が１つの場合 →（別紙様式３）

   届出をする介護サービス事業所が複数の場合 →（別紙様式４）

□ 介護職員処遇改善計画書 （別紙様式２）※

   加算の見込額や賃金改善の見込額等を記載する書類になります。全ての介護職員に 

   周知した上で、指定権者へ提出して下さい。

□ 介護職員処遇改善計画書（事業所一覧表）（別紙様式２（添付書類１））※

   介護職員処遇改善加算届出書を（別紙様式４）で提出する場合のみ。

□ 介護職員処遇改善計画書（都道府県状況一覧表）（別紙様式２（添付書類２））

   届出をする法人が、複数の都道府県に介護サービス事業所を有するものである場合 

   のみ。 

□ 介護職員処遇改善計画書（市町村一覧表）(別紙様式２（添付書類３））※

   届出をする法人が有する介護サービス事業所の指定権者が、複数である場合のみ。

□ 就業規則（給与規程）

       賃金・退職手当・臨時の賃金等に関する規程を就業規則と別に作成している場合

      には、それらの規程（給与規程）を含む。 

介護職員の処遇に関する内容について、平成２４年度介護職員処遇改善届出書の提

出時（あるいは変更届提出時）からの変更がない場合は、申立書（参考様式１）を提

出することにより、就業規則（給与規程）の提出を省略することが可能。

□ 申立書 （参考様式１）

   ・就業規則を作成する義務がなく、かつ、作成していない場合。

   ・就業規則（給与規程）の提出を省略する場合。（上記下線部参照）

□ 労働保険に加入していることが確認できる書類（いずれか１つ）

      ・労働保険保険関係成立届の写し

   ・労働保険概算・確定保険料申告書の写し

   ・直近の保険料納入通知書（領収書）の写し

   ・労働保険料納入証明書 等
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＜提出書類（つづき）＞ （※のある書類は記入例あり）

□ 誓約書 （参考様式２） 

□ 申立書 （参考様式３） 

キャリアパス要件等届出書を既に提出済みの事業者で、キャリアパス要件等の適合

状況に変化がない場合は、この申立書を提出することにより、以下の書類を省略でき

ます。  平成２４年度において、介護職員処遇改善加算を算定していない事業者、

あるいは、キャリアパス要件等に関する適合状況に変更がある事業者については、以

下の書類を提出して下さい。

□ キャリアパス要件等届出書チェックリスト

□ キャリアパス要件等届出書 （別紙様式６）※

   「キャリアパス要件」及び「定量的要件」２つの要件を満たすかを確認する書類で

   す。   

※いずれか一方の要件を満たさない場合は加算の単位数が１０％減、２つとも要件 

を満たさない場は２０％減となります。

□ 資質向上のための計画 （任意様式）

   キャリアパス要件等届出書（１）のⅡの⑥のアを選択した場合のみ。

４．その他の留意事項 

   基本的には、従前の介護職員処遇改善交付金と同様の取扱いになりますが、以下の点

について、ご留意願います。

 ①介護職員処遇改善加算の単位数の計算方法について

（ア）介護報酬総単位数×（イ）サービス別加算率×（ウ）キャリアパス要件適合 

状況ごとに定める率＝処遇改善加算単位数（１単位未満の端数は四捨五入）

    ※（ア）はサービス別の基本サービス費に各種加算減算を加えた１ヶ月あたりの 

      総単位数

    ※（ウ）は交付金時と同様に、キャリアパス要件等にかかる減算率（２つの要件 

      を満たせば、減算はなし）

    ※ 区分支給限度基準額の算定対象からは除外

       ※ 計算にあたっては、下記介護給付費明細書の記載例を参考にしてください

http://www.wam.go.jp/wamappl/bb05Kaig.nsf/0/29273aaf8bbc6543492579ad0033dfd1/$FILE/20120223_1shiryou8.pdf

   ②介護報酬の扱いとなるため、利用者負担が発生すること

     介護報酬の改定と併せ、重要事項説明書等により利用者へ説明及び同意を得る必 

    要があります。
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   ③算定にあたっては、従来の交付金による賃金改善の水準を維持すること

     本加算は介護職員処遇改善交付金による賃金改善の効果を継続する観点から、当 

    該交付金を円滑に介護報酬に移行し、当該交付金の対象であった介護サービスに従 

事する介護職員の賃金改善に充てることを目的に創設されたものです。

   このため、当該交付金の交付を受けていた事業者は、原則として当該交付金によ 

  る賃金改善の水準を維持することが求められます。

      ※ サービス別加算率その他必要な事項は、岡山県平成２３年度集団指導資料

    【全サービス共通】の１４ページから２４ページを参照のこと。

http://www.pref.okayama.jp/page/265716.html

 ※ 上記の記載事項については、岡山市内の介護サービス事業所に関する

  取り扱いです。

岡山市外の介護サービス事業所については、取り扱いが異なる場合が

ありますので、必ず該当する指定権者にお問い合わせください。

 ※ 指定権者について

    ・岡山市内の介護サービス事業所 ⇒ 岡山市

   ・倉敷市内の介護サービス事業所 ⇒ 倉敷市

   ・新見市内の介護サービス事業所 ⇒ 新見市

   ・上記以外の介護サービス事業所 

（地域密着型サービス以外）⇒ 岡山県 

      （地域密着型サービス）  ⇒ 各市町村
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５．変更の届出について  

   介護職員処遇改善加算の算定にあたって提出した介護職員処遇改善加算届出書、 

介護職員処遇改善計画書、計画書添付書類並びにキャリアパス要件等届出書の内容 

に変更（次の(1)～(5)のいずれかに該当する場合に限る。）がある場合には、変更 

の届出を行う必要があります。  

  ※(1)、(3)、(4)については、変更後１０日以内に提出してください。 

※(2)、(5)については、変更後の介護職員処遇改善加算について、算定を受けようと 

する月の前々月の末日までに提出してください。 

変更内容 提出書類

(1) 会社法による吸収合併、新設合併等により 

介護職員処遇改善計画書の作成単位が変更 

となる場合

・変更届出書（別紙様式７）

・登記事項証明書等

・合併までの賃金改善実績がわ

かる書類等

(2) 新規指定等に伴い、介護サービス事業所の 

追加を行う場合 

・変更届出書（別紙様式７）

・指定通知書（写）又は

指定申請書（写）

※記入例あり

(3) 介護サービス事業所を廃止した場合 ・変更届出書（別紙様式７）

・廃止届受理通知書（写）

(4) 就業規則を改正（介護職員の処遇に関する 

内容に限る。）した場合

・変更届出書（別紙様式７）

・就業規則

※記入例あり

(5) キャリアパス要件等に関する適合状況に変 

更（キャリアパス要件等の適合状況ごとに 

定める率が変動する場合等）がある場合 

・変更届出書（別紙様式７）

・キャリアパス要件等届出書

 （別紙様式６）
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Ⅰ　提出書類（※については、該当事業者のみ）

１部

１部

１部

Ⅱ　キャリアパス要件等届出情報

 A　申立書（参考様式３）を提出する　
 B　キャリアパス要件等届出書（別紙様式６）等を提出する　
 C　Ａ・Ｂいずれも提出しない　→　減算　

Ⅲ　H２４年度介護職員処遇改善加算届出情報（※1が「なし」の場合は、2、3、4の記入は不要）

Ⅳ　確認項目

※岡山市使用欄

16　提出・証明者は、申請書記載の法人・代表者名と一致しているか
15　職員への周知証明（代表者印の押印）がされているか

8　提供するサービス欄（一覧表の場合は「サービス名」欄）に記載され
　ているのは、処遇改善加算の対象サービスか

１部

１部
1　介護職員処遇改善加算届出書（別紙様式３又は４） １部

7　複数事業所をまとめた計画とする場合は、事業所の名称・所在地に
　「別紙一覧表による」との記載があるか（添付書類１の添付があるか）

不備事項等チェック欄
岡山市

不備事項等チェック欄

18　賃金改善所要見込額の合計が、計画書の②と一致しているか
　（県外に事業所がある場合は、添付書類２の岡山県欄と一致しているか）

　ア　あり　　　イ　なし
岡山市

平成　　　年　　　月～平成　　　年　　　月

対象事業所・サービスの増減　　ア　あり　　　イ　なし4　今回届出との比較

1　H２４年度加算届出

法人名

様　　 式　 　名 事業者

  　※計画書（事業所一覧表）（別紙様式２（添付書類１））　
  　※計画書（都道府県状況一覧表）（別紙様式２（添付書類２）） １部

平成２５年度介護職員処遇改善加算届出書チェックリスト

担当者名・電話番号 　　　　　－　　　－

◎　このチェックリスト １部

2　介護職員処遇改善計画書(別紙様式２）

備　　　考区　　　分

4　年度の記載があるか
処遇改善計画書　（別紙様式２）

2　日付、年度の記載があるか
3　事業所名、事業所番号、サービス名が、処遇改善計画書の記載と
　一致しているか（※別紙様式３使用の場合）

6　主たる事務所の所在地に記載があるか

1　届出書への押印（代表者印）があるか

3　その加算の種類 　ア　加算Ⅰ　　　イ　加算Ⅱ　　　ウ　加算Ⅲ　　

届出書　（別紙様式３又は４）

5　事業者・開設者は、申請書記載の法人名と一致しているか

事業者確　　認　　事　　項

17　加算の見込額の合計が計画書の①と一致しているか
（県外に事業所がある場合は、添付書類２の岡山県欄と一致しているか）

9　②賃金改善所要見込額が①加算の見込額を上回っているか

4　労働保険加入確認書類

    ※計画書（市町村一覧表）（別紙様式２（添付書類３））　
3　就業規則（給与規程）　あるいは　申立書（参考様式１）

13　⑤の賃金改善の方法欄は、改善する給与項目・金額、実施時期、
　　一人当たり月平均賃金改善見込額を含め具体的に記載されているか

11　④賃金改善実施期間は、H２４年度加算の賃金改善実施期間
　　（上記Ⅱの2の期間）と重複していないか。

補正結果 最終確認補正依頼２次ﾁｪｯｸ者

10　③の項目のうち、⑤記載の方法と合致するものに○があるか

受付年月日 補正依頼

受付番号

　年　　月　　日 補正結果１次ﾁｪｯｸ者

2　その賃金改善実施期間

※処遇改善計画書（市町村一覧表）　　　　 （別紙様式２（添付書類３））

12　④の月数は、加算の算定月数と一致しているか
　　（４月から算定する場合は１２か月間）

14　(2)賃金改善以外の処遇改善事項に1つ以上○が記されているか

5　誓約書　（参考様式２） １部

岡山市

事業者記入欄

キャリアパス要件等に関する届出（A・B・Ｃ いずれかに○をつけてください↓）

 　 ＜申立書は就業規則未作成又は提出を省略する場合に提出＞
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別紙様式３             

平成  年  月  日

  岡山市長 様

（法人名）

（代表者 職・氏名）        印

平成  年度介護職員処遇改善加算届出書

 介護サービス事業所「      」（介護保険事業所番号）（サービス名）に係

る介護職員処遇改善加算に関する届出書について、別添のとおり、介護職員処遇改善

計画書その他必要な書類を添えて届け出ます。

（添付書類）

・介護職員処遇改善計画書（別紙様式２）

・その他必要な書類（就業規則・給与規程、労働保険保険関係成立届等の納入証明書等）
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別紙様式４

平成  年  月  日

 岡山市長            様

（法人名）

（代表者 職・氏名）        印

平成  年度介護職員処遇改善加算届出書

 別表の介護サービス事業所に係る介護職員処遇改善加算に関する届出書について、

別添のとおり、介護職員処遇改善計画書その他必要な書類を添えて届け出ます。

（添付書類）

・介護職員処遇改善計画書（別紙様式２）

・その他必要な書類（就業規則・給与規程、労働保険保険関係成立届等の納入証明書等）
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別紙様式２ 

介護職員処遇改善計画書(平成  年度届出用) 

事業所等情報  介護保険事業所番号 

フリガナ
事業者・開設者 

名  称 

 〒 
都・道
府・県

 主たる事務所の 

 所在地  電話番号  FAX 番号  

フリガナ
事業所等の名称 

名  称 

提供する

 サービス

 〒 
都・道
府・県

事業所の所在地 

 電話番号  FAX 番号  

※事業所等情報については、複数の事業所ごとに一括して提出する場合は「別紙一覧表による」と記載すること。 

(1) 賃金改善計画について(本計画に記載された金額については見込みの額であり、申請時以降の運営状況(利用者数等)、 
人員配置状況(職員数等)その他の事由により変動があり得るものである。) 

① 平成  年度介護職員処遇改善加算の見込額(総額)                             円

② 賃金改善所要見込額(総額)                             円

※②については、法定福利費等の賃金改善に伴う増加分も含むものとする。
※他の都道府県等に所在する複数の事業所等を一括して作成し、提出する場合は添付書類２及び添付書類３を添付すること。

賃金改善の方法について

③  賃金改善を行う給与項目 
基本給、［   ］手当、［   ］手当、［   ］手当、賞与(一時金) 
その他（                             ） 

 ④  賃金改善実施期間 平成  年  月 ～ 平成  年   月   

※ ④については原則各年４月～翌年３月までの連続する期間を記入すること。なお、当該期間の月数は加算の対象月数を超えてならない。 

 賃金改善を行う方法(一人当たりの平均賃金改善月額等についても可能な限り具体的に記載すること。なお、当該改善額は見込みかつ 

 全体の平均で、法定福利費等の増加額も含み、税引き前であるため、実際の個々人の手取り額とは必ずしも一致しない。） 

⑤ 

 (任意記載事項)賃金改善前の状況について記載されたい。 

⑥ 
介護職員賃金総額 
(月額平均) 

円 ⑦
一人当たり介護職員 
賃金額(月額平均) 

円 

 (2) 賃金改善以外の処遇改善について（別紙様式６を作成している場合、記載を省略できる。）

平成 21年４月以降に実施した(又は実施予定の)事項について必ず１つ以上に○をつけること。 

処遇全般 
 賃金体系等の人事制度の整備 ・ 非正規職員から正規職員への転換 ・ 短時間正規職員制度の導入 
 昇給又は昇格等の要件の明確化 ・ 休暇制度、労働時間等の改善 ・ 職員の増員による業務負担の軽減 
 その他(                                       )

教育・研修 
人材育成環境の整備 ・ 資格取得、能力向上のための措置
能力向上が認められた職員への処遇、配置の反映
その他( ) 

職場環境 

出産、子育て支援の強化 ・ ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化
事故、トラブルへの対応マニュアル等の作成 ・ 介護補助器具等の購入、整備等
健康診断、腰痛対策、こころの健康等の健康管理面の強化 ・ 職員休憩室、分煙スペース等の整備
労働安全衛生対策の充実 ・ 業務省力化対策
その他( ) 

その他 

 上記については、雇用するすべての介護職員に対し周知をしたうえで、提出していることを証明いたします。 

                                         平成  年  月  日  (法 人 名) 

                                                               (代表者名)                          印 
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別紙様式２(添付書類１) 

介護職員処遇改善計画書(事業所一覧表)

法 人 名 

岡 山 県

介護保険事業所番号 事業所の名称 指定権者 サービス名 

ページ数   総ページ数 

／
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別紙様式２(添付書類２) 

介護職員処遇改善計画書(都道府県状況一覧表) 

法 人 名  

都道府県 介護職員処遇改善加算の見込額 賃金改善所要見込額 

他都道府県事業所等の介護職員の賃金

改善の原資として充当する見込額 

他都道府県の事業所等で受けた加算

額を原資として改善する見込額 

 北 海 道                        円                    円                           円                          円 

 青 森 県                        円                    円                           円                          円 

 岩 手 県                        円                    円                           円                          円 

 宮 城 県                        円                    円                           円                          円 

 秋 田 県                        円                    円                           円                          円 

 山 形 県                        円                    円                           円                          円 

 福 島 県                        円                    円                           円                          円 

 茨 城 県                        円                    円                           円                          円 

 栃 木 県                        円                    円                           円                          円 

 群 馬 県                        円                    円                           円                          円 

 埼 玉 県                        円                    円                           円                          円 

 千 葉 県                        円                    円                           円                          円 

 東 京 都                        円                    円                           円                          円 

 神奈川県                        円                    円                           円                          円 

 新 潟 県                        円                    円                           円                          円 

 富 山 県                        円                    円                           円                          円 

 石 川 県                        円                    円                           円                          円 

 福 井 県                        円                    円                           円                          円 

 山 梨 県                        円                    円                           円                          円 

 長 野 県                        円                    円                           円                          円 

 岐 阜 県                        円                    円                           円                          円 

 静 岡 県                        円                    円                           円                          円 

 愛 知 県                        円                    円                           円                          円 

 三 重 県                        円                    円                           円                          円 

 滋 賀 県                        円                    円                           円                          円 

 京 都 府                        円                    円                           円                          円 

 大 阪 府                        円                    円                           円                          円 

 兵 庫 県                        円                    円                           円                          円 

 奈 良 県                        円                    円                           円                          円 

 和歌山県                        円                    円                           円                          円 

 鳥 取 県                        円                    円                           円                          円 

 島 根 県                        円                    円                           円                          円 

 岡 山 県                        円                    円                           円                          円 

 広 島 県                        円                    円                           円                          円 

 山 口 県                        円                    円                           円                          円 

 徳 島 県                        円                    円                           円                          円 

 香 川 県                        円                    円                           円                          円 

 愛 媛 県                        円                    円                           円                          円 

 高 知 県                        円                    円                           円                          円 

 福 岡 県                        円                    円                           円                          円 

 佐 賀 県                        円                    円                           円                          円 

 長 崎 県                        円                    円                           円                          円 

 熊 本 県                        円                    円                           円                          円 

 大 分 県                        円                    円                           円                          円 

 宮 崎 県                        円                    円                           円                          円 

 鹿児島県                        円                    円                           円                          円 

 沖 縄 県                        円                    円                           円                          円 

 全 国 計                        円                    円                           円                          円 
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別紙様式２(添付書類３) 

介護職員処遇改善計画書(市町村一覧表)（再掲） 

法 人 名  

岡 山 県

指定権者 介護職員処遇改善加算の見込額 賃金改善所要見込額 

他都道府県事業所等の介護職員の賃金

改善の原資として充当する見込額 

他都道府県の事業所等で受けた加算

額を原資として改善する見込額 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

合 計                        円                    円                           円                          円 

ページ数   総ページ数 

／
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参考様式１ 

平成  年  月  日 

  岡山市長 様 

（法人名） 

（代表者 職･氏名）            印

申  立  書

  今回提出した介護職員処遇改善計画書に係る事業所については、

Ａ 就業規則の作成義務がなく、作成していないことから添付しません。

Ｂ 就業規則（給与規程）における、介護職員の処遇に関する内容については、

平成２４年度介護職員処遇改善届出書の提出時（あるいは変更届提出時）から

の変更はありません。このため平成２５年度の届出書への添付は省略します。

（※ＡまたはＢに○をつけること。） 
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参考様式２ 

誓 約 書 

岡山市長 殿 

 株式会社○○は、以下の①と②を誓約します。 

①  誓約日の前十二月間において労働基準法（昭和二十二年法律第四十九

号）、労働者災害補償保険法（昭和二十二年法律第五十号）、最低賃金法

（昭和三十四年法律第百三十七号）、労働安全衛生法（昭和四十七年法律

第五十七号）、雇用保険法（昭和四十九年法律第百十六号）その他の労働

に関する法令に違反し、罰金以上の刑に処せられておらず、今後も上記労

働基準法等を遵守すること。 

② 当該事業所において、労働保険料（労働保険の保険料の徴収等に関する法

律（昭和四十四年法律第八十四号）第十条第二項に規定する労働保険料を

いう。）の納付を適正に行っており、今後も納付を適正に行うこと。 

平成  年  月  日 

（事業者名）株式会社○○ 

（代表者名）代表取締役 ○○ ○ ○  印 
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参考様式３ 

平成  年  月  日 

  岡山市長 様 

（法人名） 

（代表者 職･氏名）            印

申  立  書

  今回提出した「介護職員処遇改善届出書」に係る事業所のキャリアパス要件等の適合

状況については、下記により提出した「キャリアパス要件等届出書」等からの変更はあ

りません。このため「キャリアパス要件等届出書」の提出は省略します。

記

１ 提出済書類（アまたはイに○をつけること）

 ア キャリアパス要件等届出書（平成２４年度介護職員処遇改善加算分）

      届出年月日：平成  年  月  日

   イ 平成２４年度介護職員処遇改善加算変更届出書で変更

      届出年月日：平成  年  月  日

２ キャリアパス要件等の適合状況（適合または不適合に○をつけること）

ア キャリアパス要件   適合 ・ 不適合

イ 定量的要件      適合 ・ 不適合
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Ⅰ　提出書類（※については該当事業者のみ）

１部

Ⅱ　確認項目

Ⅲ　減算について

※上記の２つの要件を満たす場合 → 　加算（Ⅰ）＝減算なし
いずれか１つの要件を満たす場合 → 　加算（Ⅱ）＝１０％減算
２つとも要件を満たさない → 　加算（Ⅲ）＝２０％減算

※岡山市使用欄

（要件を満たす場合は○をしてください ↓ ）

（１）　キャリアパス要件を満たす
（２）　定量的要件を満たす

4  （１）キャリアパスに関する要件について、Ⅰ・Ⅱのどちらかの
　「該当」に○が記されているか

岡山市

9  （２）定量的要件の②について、主たる経費の名称、要した費
　用の額が記されているか

11　届出書への押印（代表者印）があるか

5  （１）キャリアパスに関する要件について、Ⅱに該当の場合、
　④⑤⑥全て記載されているか

10　日付、法人名、代表者の職・氏名の記載があるか

法人名

1　年度の記載があるか

事業者
キャリアパス要件等届出書

チェック欄

1　キャリアパス要件等届出書（別紙様式６） １部

岡山市
チェック欄

事業者

　　　　　－　　　－

平成２５年度キャリアパス要件等届出書チェックリスト

担当者名・電話番号

様　　 式　 　名 不備事項等

受付番号

最終確認
受付年月日 　年　　月　　日

補正依頼

※　資質向上のための計画（任意様式）
（キャリアパス要件等届出書（１）のⅡの⑥のアを選択した場合）

7  （２）定量的要件の①について、１つ以上に○が記されているか

3　複数事業所をまとめた届出の場合は、事業所等の名称欄に「別紙一覧表に
　よる」との記載があるか（添付書類１の添付があるか）

確　　認　　事　　項

１次ﾁｪｯｸ者 ２次ﾁｪｯｸ者

2　事業者・開設者は、加算届出書（別紙様式３又は４）と一致しているか

補正依頼

不備事項等

補正結果 補正結果

◎　このチェックリスト １部

8  （２）定量的要件の①で○を記したものが、キャリアパス要件と
　明らかに重複していないか

6  ⑥のアが選択されている場合、資質向上のための計画（任意
　様式）が添付されているか
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別紙様式６ 

キャリアパス要件等届出書（平成  年度分）

事業所等情報 介護保険事業所番号

フリガナ
事業者・開設者

名  称

フリガナ
事業所等の名称

名  称

提供する
サービス

 キャリアパスに関する要件について
（※）Ⅰを選択する場合は太枠内に、Ⅱを選択する場合は二重線枠内に記載すること。

次の内容についてあてはまるものに○をつけること。（Ⅰ・Ⅱのいずれかに該当していれば本要件を満たす。）

Ⅰ  次の①から③までのすべての要件を満たす。
 ① 職員の職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件を定めている。
 ② 職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系について定めている。
 ③  就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、すべての介護職員に周知している。

 該当 ・ 非該当

Ⅱ  次の④から⑥までのすべての要件を満たす。 該当 ・ 非該当

（要件Ⅱについて）上記①から③までのすべての要件に該当しない場合、次の事項について記載すること。

④ ①から③までの要件をすべて満
たすことのできない理由 

⑤ 介護職員との意見交換を踏まえ
た資質向上のための目標 

ア 資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施するとともに、介

護職員の能力評価を行う。 

⑥ ⑤の実現のための具体的な取り

組みの内容 

（いずれかに○をつけること。

） イ 資格取得のための支援の実施 ※当該支援の内容について下記に記載すること 

(                                    ) 

（注）⑥のアを選択した場合、本書に資質向上のための計画を添付すること。

 平成２１年４月介護報酬改定を踏まえた処遇改善に関する定量的要件について
  （※）太枠内に記載すること。

① 平成２０年１０月から現在までに実施した事項について必ず１つ以上に○をつけること（ただし、記載するにあたって は、選

択したキャリアパスに関する要件で求められている事項と明らかに重複する事項を記載しないこと。）

処遇全般 賃金体系等の人事制度の整備 ・ 非正規職員から正規職員への転換 ・ 短時間正規職員制度の導入
昇給又は昇格等の要件の明確化 ・ 休暇制度、労働時間等の改善 ・ 職員の増員による業務負担の軽減
その他(                                       )

教育・研修 人材育成環境の整備 ・ 資格取得、能力向上のための措置
能力向上が認められた職員への処遇、配置の反映
その他(                                       )

職場環境 出産、子育て支援の強化 ・ ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化
事故、トラブルへの対応マニュアル等の作成 ・ 介護補助器具等の購入、整備等
健康診断、腰痛対策、こころの健康等の健康管理面の強化 ・ 職員休憩室、分煙スペース等の整備
労働安全衛生対策の充実 ・ 業務省力化対策
その他(                                       )

その他

② ①に要した費用の概算額について

 主たる経費の名称（例：委託費、人件費、物品購入費等）

 平成20年10月から現在までに要した費用の額 円    

上記については、雇用するすべての介護職員に対し周知をしたうえで、提出していることを証明いたします。

                                         平成  年  月  日  (法 人 名)

                                                               (代表者名)                           印
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別紙様式７ 

平成  年  月  日 

  岡山市長 様 

（法人名） 

 （代表者 職･氏名）      印 

平成  年度介護職員処遇改善加算変更届出書 

 先に提出した平成  年度介護職員処遇改善加算届出書等の内容に、次のとおり変更

が生じたので、必要な書類を添えて届け出ます。 

記 

（変更内容） 

※ 法人の合併に伴う処遇改善計画書の作成単位の変更と加算の取扱い等、事業所等の増減に伴う

事業所情報の変更内容、提出済みの就業規則の改正概要（介護職員の処遇に関する内容に限る）

又はキャリアパス要件等に関する適合状況の変更内容について記載すること。

（添付書類） 

変更内容等が分かる書類（              ） 
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別紙様式２ 

介護職員処遇改善計画書(平成２５年度届出用) 記入例

事業所等情報  介護保険事業所番号 

フリガナ ﾏﾙﾏﾙ ｶｲｺﾞｻｰﾋﾞｽ ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ
事業者・開設者 

名  称 ○○介護サービス株式会社 

 〒700-0913
都・道

岡山 府・県 岡山市北区大供三丁目１番１８号 ＫＳＢ会館４階
 主たる事務所の 

 所在地  電話番号  ０８６－０００－００００ FAX 番号  ０８６－０００－００００ 

フリガナ
事業所等の名称 

名  称 別紙一覧表による 

提供する

 サービス

 〒 
都・道
府・県

事業所の所在地 

 電話番号  FAX 番号  

※事業所等情報については、複数の事業所ごとに一括して提出する場合は「別紙一覧表による」と記載すること。 

(1) 賃金改善計画について(本計画に記載された金額については見込みの額であり、申請時以降の運営状況(利用者数等)、 
人員配置状況(職員数等)その他の事由により変動があり得るものである。) 

① 平成２５年度介護職員処遇改善加算の見込額(総額) ３，２００，０００  円

② 賃金改善所要見込額(総額) ３，６００，０００ 円

※②については、法定福利費等の賃金改善に伴う増加分も含むものとする。
※他の都道府県等に所在する複数の事業所等を一括して作成し、提出する場合は添付書類２及び添付書類３を添付すること。

賃金改善の方法について

③  賃金改善を行う給与項目 
基本給、［ 夜 勤 ］手当、［   ］手当、［   ］手当、賞与(一時金) 
その他（                             ） 

 ④  賃金改善実施期間 平成２５年 ６月 ～ 平成２６年 ５月   

※ ④については原則各年４月～翌年３月までの連続する期間を記入すること。なお、当該期間の月数は加算の対象月数を超えてならない。 

 賃金改善を行う方法(一人当たりの平均賃金改善月額等についても可能な限り具体的に記載すること。なお、当該改善額は見込みかつ 

 全体の平均で、法定福利費等の増加額も含み、税引き前であるため、実際の個々人の手取り額とは必ずしも一致しない。） 

介護職員の基本給を、月額１４，０００円引き上げる。（平成○○年○○月～） 

介護職員の夜勤手当を１日(回)につき、１，０００円引き上げる。（平成○○年○○月～） 

以上により、介護職員一人当たりの平均賃金を月額１５，０００円改善する。 

⑤ 

 (任意記載事項)賃金改善前の状況について記載されたい。 

⑥ 
介護職員賃金総額 
(月額平均)     ４，４００，０００

円 ⑦
一人当たり介護職員 
賃金額(月額平均)     ２２０，０００

円 

 (2) 賃金改善以外の処遇改善について（別紙様式６を作成している場合、記載を省略できる。）

平成 21年４月以降に実施した(又は実施予定の)事項について必ず１つ以上に○をつけること。 

処遇全般 
 賃金体系等の人事制度の整備 ・ 非正規職員から正規職員への転換 ・ 短時間正規職員制度の導入 
 昇給又は昇格等の要件の明確化 ・ 休暇制度、労働時間等の改善 ・ 職員の増員による業務負担の軽減 
 その他(                                       )

教育・研修 
人材育成環境の整備 ・ 資格取得、能力向上のための措置
能力向上が認められた職員への処遇、配置の反映
その他( ) 

職場環境 

出産、子育て支援の強化 ・ ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化
事故、トラブルへの対応マニュアル等の作成 ・ 介護補助器具等の購入、整備等
健康診断、腰痛対策、こころの健康等の健康管理面の強化 ・ 職員休憩室、分煙スペース等の整備
労働安全衛生対策の充実 ・ 業務省力化対策
その他( ) 

その他 

 上記については、雇用するすべての介護職員に対し周知をしたうえで、提出していることを証明いたします。 

                                         平成２５年 ２月２２日  (法 人 名) ○○介護サービス株式会社

                                                               (代表者名)    代表取締役 岡山 一郎 印

事業所が１つの場合は、介護保険事業所番号

事業所等の名称、サービス、所在地等を記入

必ず①＜②とすること。

同額は不可。

平成２４年度処遇改善加算の賃金

改善実施期間と重複しないこと。
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別紙様式２(添付書類１) 

介護職員処遇改善計画書(事業所一覧表) 記入例

法 人 名 ○○介護サービス株式会社 

岡 山 県

介護保険事業所番号 事業所の名称 指定権者 サービス名 

３３０００００１００ 岡山ヘルパーステーション 岡山市 (介護予防)訪問介護

３３０００００１０１ 岡山ショートステイセンター 岡山市 (介護予防)短期入所生活介護

３３０００００１０２ 倉敷グループホーム 倉敷市 (介護予防)認知症対応型共同生活介護

３３０００００１０３ 瀬戸内デイサービスセンター  岡山県 (介護予防)通所介護

ページ数   総ページ数 

／

※届出をする介護サービス事業所が複数の場合に、

提出が必要です。

※岡山県内の事業所について記入してください。

※指定権者が複数の場合は、別紙様式２(添付書類３) 
（市町村一覧表）も提出が必要です。

※指定権者について

 ・岡山市内の介護サービス事業所 ⇒ 岡山市

 ・倉敷市内の介護サービス事業所 ⇒ 倉敷市

 ・新見市内の介護サービス事業所 ⇒ 新見市

 ・上記以外の介護サービス事業所

    （地域密着型サービス以外）⇒ 岡山県

    （地域密着型サービス）  ⇒ 各市町村
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別紙様式２(添付書類３) 

介護職員処遇改善計画書(市町村一覧表)（再掲） 記入例

法 人 名 ○○介護サービス株式会社 

岡 山 県

指定権者 介護職員処遇改善加算の見込額 賃金改善所要見込額 

他都道府県事業所等の介護職員の賃金

改善の原資として充当する見込額 

他都道府県の事業所等で受けた加算

額を原資として改善する見込額 

岡山市 1,600,000 円 1,800,000 円                           円                          円 

倉敷市 1,000,000 円 1,200,000 円                           円                          円 

岡山県 600,000 円 600,000 円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

                        円                    円                           円                          円 

合 計              3,200,000 円 3,600,000 円                           円                          円 

ページ数   総ページ数 

／

※別紙様式２(添付書類１)（事業所一覧表）に

 記載されている事業所について、指定権者

 ごとに集計して内訳を記入してください。

合計額が、別紙様式２の(1)の①

の加算の見込額(総額)と一致して

いるか確認してください。

＜県外に事業所がある場合は、別紙様

式２（添付書類２）の岡山県欄の額と

一致する。＞

合計額が、別紙様式２の(1)の②の

賃金改善所要見込額(総額)と一致

しているか確認してください。

＜県外に事業所がある場合は、別紙様式

２（添付書類２）の岡山県欄の額と一致

する。＞
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別紙様式６ 
キャリアパス要件等届出書（平成２５年度分） 記入例

事業所等情報 介護保険事業所番号

フリガナ  ﾏﾙﾏﾙ ｶｲｺﾞｻｰﾋﾞｽ ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ 
事業者・開設者

名  称  ○○介護サービス株式会社 

フリガナ
事業所等の名称

名  称 別紙一覧表のとおり 

提供する
サービス

 キャリアパスに関する要件について
（※）Ⅰを選択する場合は太枠内に、Ⅱを選択する場合は二重線枠内に記載すること。

次の内容についてあてはまるものに○をつけること。（Ⅰ・Ⅱのいずれかに該当していれば本要件を満たす。）

Ⅰ  次の①から③までのすべての要件を満たす。
 ① 職員の職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件を定めている。
 ② 職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系について定めている。
 ③  就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、すべての介護職員に周知している。

  該当 ・ 非該当

Ⅱ  次の④から⑥までのすべての要件を満たす。 該当 ・ 非該当

（要件Ⅱについて）上記①から③までのすべての要件に該当しない場合、次の事項について記載すること。

④ ①から③までの要件をすべて満
たすことのできない理由 

例：少人数の事業所であり、ポストが限られていることからキャリアパスの概念を賃金 
 体系にあてはめることが困難

⑤ 介護職員との意見交換を踏まえ
た資質向上のための目標 

例：利用者のニーズに応じた良質なサービスを提供するために、介護職員が技術・能力 
 の向上に努めること。

ア 資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施するとともに、介

護職員の能力評価を行う。 

⑥ ⑤の実現のための具体的な取り

組みの内容 

（いずれかに○をつけること。

） イ 資格取得のための支援の実施 ※当該支援の内容について下記に記載すること 

(例：研修受講のための勤務シフトの調整、休暇の付与、費用（受講料等）の援助)

（注）⑥のアを選択した場合、本書に資質向上のための計画を添付すること。 → 計画書（任意様式）を添付

 平成２１年４月介護報酬改定を踏まえた処遇改善に関する定量的要件について
  （※）太枠内に記載すること。

① 平成２０年１０月から現在までに実施した事項について必ず１つ以上に○をつけること（ただし、記載するにあたって は、選

択したキャリアパスに関する要件で求められている事項と明らかに重複する事項を記載しないこと。）

処遇全般 賃金体系等の人事制度の整備 ・ 非正規職員から正規職員への転換 ・ 短時間正規職員制度の導入
昇給又は昇格等の要件の明確化 ・ 休暇制度、労働時間等の改善 ・ 職員の増員による業務負担の軽減
その他(                                       )

教育・研修 人材育成環境の整備 ・ 資格取得、能力向上のための措置
能力向上が認められた職員への処遇、配置の反映
その他(                                       )

職場環境 出産、子育て支援の強化 ・ ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化
事故、トラブルへの対応マニュアル等の作成 ・ 介護補助器具等の購入、整備等
健康診断、腰痛対策、こころの健康等の健康管理面の強化 ・ 職員休憩室、分煙スペース等の整備
労働安全衛生対策の充実 ・ 業務省力化対策
その他(                                       )

その他

② ①に要した費用の概算額について

 主たる経費の名称（例：委託費、人件費、物品購入費等） 例：人件費、備品購入費 

 平成20年10月から現在までに要した費用の額 ３００，０００ 円 

上記については、雇用するすべての介護職員に対し周知をしたうえで、提出していることを証明いたします。

                                         平成２５年 ２月２２日  (法 人 名) ○○介護サービス株式会社

                                                               (代表者名)   代表取締役 岡山 一郎 印

事業所が１つの場合は、介

護保険事業所番号、事業所

等の名称、提供するサービ

スを記入すること。
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別紙様式７ 記入例

平成２４年 ６月２０日 

  岡山市長 様 

（法人名）○○介護サービス株式会社

（代表者 職･氏名） 代表取締役 岡山 一郎 印

平成２４年度介護職員処遇改善加算変更届出書 

 先に提出した平成２４年度介護職員処遇改善加算届出書等の内容に、次のとおり変更

が生じたので、必要な書類を添えて届け出ます。 

記 

（変更内容） 

※ 法人の合併に伴う処遇改善計画書の作成単位の変更と加算の取扱い等、事業所等の増減に伴う

事業所情報の変更内容、提出済みの就業規則の改正概要（介護職員の処遇に関する内容に限る）

又はキャリアパス要件等に関する適合状況の変更内容について記載すること。

新規指定に伴い事業所の追加を行う。 

追加事業所の介護保険事業所番号、事業所名称、サービス種別等については、 

別添指定通知書（写）又は 指定申請書（写）のとおり。 

（平成２４年８月１日事業開始予定） 

（添付書類） 

変更内容等が分かる書類（ 指定通知書（写）又は 指定申請書（写） ） 

※事業所の追加を行う場合は、この変更届出書、添付書類に加えて、 

・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 

・介護給付費算定に係る体制等状況一覧表    

     を、算定を受けようとする月の前々月の末日までに提出すること。 
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別紙様式７ 記入例

平成２４年 ６月 ８日 

  岡山市長 様 

（法人名）○○介護サービス株式会社

（代表者 職･氏名） 代表取締役 岡山 一郎 印

平成２４年度介護職員処遇改善加算変更届出書 

 先に提出した平成２４年度介護職員処遇改善加算届出書等の内容に、次のとおり変更

が生じたので、必要な書類を添えて届け出ます。 

記 

（変更内容） 

※ 法人の合併に伴う処遇改善計画書の作成単位の変更と加算の取扱い等、事業所等の増減に伴う

事業所情報の変更内容、提出済みの就業規則の改正概要（介護職員の処遇に関する内容に限る）

又はキャリアパス要件等に関する適合状況の変更内容について記載すること。

就業規則の改正（平成２４年６月１日付） 

     ・夜勤手当を１回(日)につき、１，０００円引き上げる。 

（添付書類） 

変更内容等が分かる書類（   就業規則    ） 

※変更後１０日以内に届け出ること。 
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平成２４年１２月 

                                                          岡山市事業者指導課 

平成２４年度介護職員処遇改善加算の実績報告について

平成２４年度介護職員処遇改善加算の実績報告にあたっては、以下の手続きをお

願いします。

※ 手続きの詳細については、平成２４年度集団指導時に説明を行います。また、

 提出書類の様式は、岡山市事業者指導課ホームページからダウンロード可能です。

http://www.city.okayama.jp/hohuku/jigyousyasidou/jigyousyasidou_00004.html

※ 障害福祉サービス事業所を対象とした、福祉・介護職員処遇改善加算については、 

以下の手続きは適用されませんので、ご留意願います。

１．提出期限について

  各事業年度における最終の加算の支払いがあった月の翌々月の末日までに、介護職員 

処遇改善実績報告書を提出する必要があります。 

したがって、平成２５年３月サービス提供分は、５月支払となるため、２か月後の 

７月末日までに、実績報告書を提出する必要があります。 

→ 平成２４年度分については、平成２５年７月末日までに提出してください。

※ 実績報告は、介護職員処遇改善加算の算定要件となっており、実績報告書の提出がな

い場合には、加算の算定要件を満たしていない不正請求として全額返還となりますので、

実績報告書は必ず提出してください。

また、年度途中での事業終了などの際も適切に処理されますようご注意ください。

２．提出先について

 提出書類の提出先は、介護サービス事業所の指定権者になります。

 岡山市内に介護サービス事業所がある事業者

⇒ 岡山市保健福祉局事業者指導課

      〒７００－０９１３ 岡山市北区大供三丁目１番１８号 ＫＳＢ会館４階

＜ 注  意 ＞ 

  ※ 岡山市以外にも介護サービス事業所がある事業者については、他の指定権者に

   も手続きが必要です。岡山市以外の指定権者への提出方法、提出部数については、

   各指定権者へご確認ください。
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３．提出書類について

※ 介護職員処遇改善計画書（別紙様式２）を、法人単位で提出している場合は、法人 

単位で次の＜提出書類＞を各１部提出してください。

   （事業所単位で提出する必要はありません。） 

＜提出書類＞ （※のある書類は記入例あり） 

□ 介護職員処遇改善加算実績報告書チェックリスト

□ 介護職員処遇改善実績報告書（別紙様式５）※

□ 介護職員処遇改善実績報告書（事業所一覧表）（別紙様式５（添付書類１）※

届出をした介護サービス事業所が１つの場合も提出して下さい。 

□ 介護職員処遇改善実績報告書（都道府県状況一覧表）（別紙様式５（添付書類２））

届出をした法人が、複数の都道府県に介護サービス事業所を有するものである場合 

のみ。 

□ 介護職員処遇改善実績報告書（市町村一覧表）(別紙様式５（添付書類３））※

届出をした法人が有する介護サービス事業所の指定権者が、複数である場合のみ。 

□ 賃金改善所要額（別紙様式５の⑦）の積算根拠資料（岡山市参考様式）※
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Ⅰ　提出書類（※については、該当事業者のみ）

１部

１部

Ⅱ　平成２４年度処遇改善加算届出書（計画書）情報

Ⅲ　確認項目

※岡山市使用欄

21　法定福利費（事業主負担増加額）が過大ではないか

 岡山市参考様式　賃金改善所要額の積算根拠資料

20　積算根拠資料における計算は合っているか

不備事項等
チェック欄

岡山市事業者

１　別紙様式５　介護職員処遇改善実績報告書 １部

様　　 式　 　名

１　届出年月日　　

１部

◎　このチェックリスト １部

※別紙様式５（添付書類３）　　　〃　　　（市町村一覧表）

※別紙様式５（添付書類２）　　　〃　　　（都道府県状況一覧表）

２　別紙様式５（添付書類１）　　　〃　　　（事業所一覧表）　　

３　岡山市参考様式　賃金改善所要額の積算根拠資料　　

返還請求

受付番号

10　日付、法人名、代表者名の記載があるか

12　事業所ごとに記載しているか

11　報告書への押印（代表者印）があるか

受付年月日  　年　 　月 　　日
補正依頼

－

９　⑧介護職員一人当たり賃金改善額＝⑦÷③となっているか

13　事業所ごとの加算額は、利用者負担額を含んだ額となっているか

 別紙様式５（添付書類１）　実績報告書（事業所一覧表）

８　また、その金額（法定福利費等を除く）は、②の期間内に支払ったものか

４　⑤一人当たり賃金月額＝④÷③となっているか

３　②賃金改善実施期間は、処遇改善計画書(1)④と一致しているか

１　年度の記載があるか

２　①の金額は、別紙様式５（添付書類１）の加算額の計と一致するか

５　⑥は、改善した給与項目・金額、実施時期等、具体的に記載されているか

２　賃金改善実施期間

平成　　年　　月　　日

平成　　年　　月～平成　　年　　月

確　　認　　事　　項

６　⑥の記載内容は、積算根拠資料の内容と整合がとれているか

７　⑦記載の総額は、積算根拠資料の計と一致しているか

 別紙様式５　介護職員処遇改善実績報告書

事業者
不備事項等

チェック欄
岡山市

補正結果 補正結果１次ﾁｪｯｸ者 ２次ﾁｪｯｸ者 補正依頼

１部

岡山市 備　　　考

平成 ２４ 年度介護職員処遇改善加算実績報告書チェックリスト

事業者記入欄区　　　分

担当者名・電話番号 　　　　　－　　　－法人名
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別紙様式５

岡山市長　　様

① 円

② 　平成　　　年　　　月～平成　　　年　　　月

③

④ 円

⑤ 円

⑦ 円

⑧ 円

※ ①について、別紙様式５（添付書類１）により内訳を添付すること。

※ ⑦について、賃金改善所要額の積算内訳を添付すること。（原則として岡山市参考様式を使用すること。）

※ 届出をする法人が、複数の都道府県に介護サービス事業所を有する場合は、別紙様式５（添付書類２）を添付

※

　上記について相違ないことを証明いたします。

平成　　年　　月　　日

（法人名）　

（代表者職・氏名）　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

場合）は、別紙様式５（添付書類３）を添付すること。

加算による賃金改善実施期間

介護職員常勤換算数（②の期間の総数）

介護職員に支給した賃金額（②の期間の総額）

介護職員一人当たり賃金月額（④÷③）

賃金改善所要額（⑥に要した費用の総額）
（法定福利費等を含む）

介護職員一人当たり賃金改善月額（⑦÷③）

すること。

届出をする法人が有する介護サービス事業所の指定権者が複数である場合（岡山市外の事業所が含まれる

②の期間において実施した賃金改善の概要

（改善した給与の項目及びその金額等につい
て具体的に記載すること。）

介護職員処遇改善実績報告書（平成２４年度）

⑥

平成２４年度分介護職員処遇改善加算総額
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別紙様式５（添付書類１）

事業所の名称 指定権者 サービス名

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合計額 円

 ページ数　 総ページ数
　　　　　  ／

介護職員処遇改善実績報告書（事業所一覧表）

介護保険事業所番号
介護職員処遇改善

加算額

法人名

岡　山　県
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別紙様式５（添付書類２）

（単位：円）

都道府県

北海道 円 円 円 円

青森県 円 円 円 円

岩手県 円 円 円 円

宮城県 円 円 円 円

秋田県 円 円 円 円

山形県 円 円 円 円

福島県 円 円 円 円

茨城県 円 円 円 円

栃木県 円 円 円 円

群馬県 円 円 円 円

埼玉県 円 円 円 円

千葉県 円 円 円 円

東京都 円 円 円 円

神奈川県 円 円 円 円

新潟県 円 円 円 円

富山県 円 円 円 円

石川県 円 円 円 円

福井県 円 円 円 円

山梨県 円 円 円 円

長野県 円 円 円 円

岐阜県 円 円 円 円

静岡県 円 円 円 円

愛知県 円 円 円 円

三重県 円 円 円 円

滋賀県 円 円 円 円

京都府 円 円 円 円

大阪府 円 円 円 円

兵庫県 円 円 円 円

奈良県 円 円 円 円

和歌山県 円 円 円 円

鳥取県 円 円 円 円

島根県 円 円 円 円

岡山県 円 円 円 円

広島県 円 円 円 円

山口県 円 円 円 円

徳島県 円 円 円 円

香川県 円 円 円 円

愛媛県 円 円 円 円

高知県 円 円 円 円

福岡県 円 円 円 円

佐賀県 円 円 円 円

長崎県 円 円 円 円

熊本県 円 円 円 円

大分県 円 円 円 円

宮崎県 円 円 円 円

鹿児島県 円 円 円 円

沖縄県 円 円 円 円

全国計 円 円 円 円

※　本葉式の作成にあたっては、積算の根拠となる書類を添付すること。

介護職員処遇改善実績報告書（都道府県状況一覧表）

法人名

介護職員処遇改善加算額 賃金改善所要額
他都道府県事業所等の介護
職員の賃金改善の原資として

充当する額

他都道府県の事業所等で
受けた加算額を原資として

改善する額
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別紙様式５（添付書類３）

岡　山　県
（単位：円）

指定権者

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

合計 円 円 円 円

介護職員処遇改善実績報告書（市町村一覧表）（再掲）

法人名

他都道府県の事業所等で
受けた加算額を原資として

改善する額

他都道府県事業所等の介護
職員の賃金改善の原資として

充当する額
賃金改善所要額介護職員処遇改善加算額

　ページ数　　　総ページ数
　　　　　　　／
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岡山市参考様式

法　人　名

(単位：円）

　ア

イ

（注）

・

・

・

・

・

　アに対応した法定福利費の事業主
　負担増加額

（　　　　　　　）手当

（　　　　　　　）手当

（　　　　　　　）手当

賞与（一時金）

基本給（日給）

基本給（時給）

（　　　　　　　）手当

その他（　　　　　　　　　）

　個々の職員別、月別の内訳の提出は不要であるが、賃金改善所要額を算出した
基礎資料については、加算を賃金改善に充てたことがわかる書類とともに、実績報
告後５年間保管しておくこと。

　アには、法定福利費の事業主負担増加額を含まない。

　改善した給与項目のうち、加算を充当しなかったものについては、記入不要。

賃金改善所要額 （別紙様式５の⑦） の積算根拠資料

　イの額に加算を充当しなくても、賃金改善所要額が加算受給総額を上回る場合
は、イへの記入は不要。

　別紙様式５の⑥の記載内容に対応するよう記入すること。

　賃金改善所要額（ア＋イ）

　賃金改善額

基本給（月給）
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別紙様式５

岡山市長　　様

① 3,200,000 円 ←

H24年4月～H25年3月
サービス提供分までの
加算総額（利用者負担
額を含む）を記入する。

② 　平成　２４年　６月～平成　２５年　５月

③ 240.0 ←
月ごとの常勤換算数を
合計する。小数点２位
以下切り捨て。

④ 56,400,000 円 ←
賃金には、退職手当を
除き、労働法規上の
賃金すべてを含む。

⑤ 235,000 円 ←
自動計算・入力不要
（１円未満切り捨て）

・介護職員の基本給を、月額14,000円引き上げた。

　　（平成○○年○○月～）

・介護職員の夜勤手当を１日(回)につき、1,000円引き上げた。

　　（平成○○年○○月～）

・以上により、介護職員一人当たりの平均賃金を月額15,000円

　改善した。

⑦ 3,600,000 円 ←
岡山市参考様式の賃金
改善所要額（ア＋イ）と
一致すること。

⑧ 15,000 円 ←
自動計算・入力不要
（１円未満切り捨て）

※ ①については、別紙様式５（添付書類１）により内訳を添付すること。

※ ⑦については、積算の根拠となる資料を添付すること。（原則として岡山市参考様式を使用すること。）

※ 届出をする法人が、複数の都道府県に介護サービス事業所を有する場合は、別紙様式５（添付書類２）を添付

※

　上記について相違ないことを証明します。

平成２５年　７月１０日

（法人名）　 ミコロ・ハコロ介護サービス株式会社

（代表者職・氏名）　 　代表取締役　　見頃　葉子　　　　　　　　　　　　印

介護職員処遇改善実績報告書（平成２４年度）　記入例

⑥

平成２４年度分介護職員処遇改善加算総額

場合）は、別紙様式５（添付書類３）を添付すること。

加算による賃金改善実施期間

介護職員常勤換算数（②の期間の総数）

介護職員に支給した賃金額（②の期間の総額）

介護職員一人当たり賃金月額（④÷③）

賃金改善所要額　（⑥に要した費用の総額）
（法定福利費等を含む）

介護職員一人当たり賃金改善月額（⑦÷③）

すること。

届出をする法人が有する介護サービス事業所の指定権者が複数である場合（岡山市外の事業所が含まれる

②の期間において実施した賃金改善の概要

（改善した給与の項目及びその金額等につい
て具体的に記載すること。）
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別紙様式５（添付書類１）

事業所の名称 指定権者 サービス名

３ ３ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ミコロ ヘルパーステーション 岡山市 （介護予防）訪問介護 700,000 円

３ ３ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ １ ハコロ ショートステイセンター 岡山市 （介護予防）短期入所生活介護 900,000 円

３ ３ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ２ 倉敷グループホーム 倉敷市
（介護予防）
　認知症対応型共同生活介護

1,000,000 円

３ ３ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ３ 瀬戸内デイサービスセンター 岡山県 （介護予防）通所介護 600,000 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合計 3,200,000 円

 ページ数　 総ページ数
　　　　　  ／

介護職員処遇改善実績報告書（事業所一覧表）　記入例

介護保険事業所番号
介護職員処遇改善

加算額

法人名 　ミコロ・ハコロ介護サービス株式会社

岡　山　県

　　※岡山県内の事業所について、記入してください。

　　※指定権者が複数の場合（岡山市外の事業所が含まれる場合）
　　　は、別紙様式５（添付書類３）も提出が必要です。

　　※指定権者について
　　　・岡山市内の介護サービス事業所　⇒　岡山市
　　　・倉敷市内の介護サービス事業所　⇒　倉敷市
　　　・新見市内の介護サービス事業所　⇒　新見市
　　　・上記以外の介護サービス事業所
　　　　　　（地域密着型サービス以外）⇒　岡山県
　　　　　　（地域密着型サービス　　）⇒　各市町村

  ※合計額が、別紙様式５の①の
　「平成２４年度分介護職員処遇
　　改善加算総額」と一致してい
　　るか確認してください。

　＜県外に事業所がある場合は、別紙
　　様式５（添付書類２）の岡山県欄
　　の額と一致する。＞

-149-



別紙様式５（添付書類３）

岡　山　県
（単位：円）

指定権者

岡山市 円 1,790,000 円 円 円

倉敷市 円 1,220,000 円 円 円

岡山県 円 590,000 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

合計 円 3,600,000 円 円 円

1,600,000

1,000,000

介護職員処遇改善実績報告書（市町村一覧表）（再掲）　記入例

　ミコロ・ハコロ介護サービス株式会社法人名

他都道府県の事業所等で
受けた加算額を原資として

改善する額

他都道府県事業所等の介護
職員の賃金改善の原資として

充当する額
賃金改善所要額介護職員処遇改善加算額

600,000

　ページ数　　　総ページ数
　　　　　　　／

3,200,000

　※別紙様式５（添付書類１）（事業所一覧表）に
　　記載されている事業所について、指定権者ごと
　　に集計して内訳を記入してください。

  ※合計額が、別紙様式５の⑦の
　「賃金改善所要額」と一致して
　　いるか確認してください。

　＜県外に事業所がある場合は、別紙
　　様式５（添付書類２）の岡山県欄
　　の額と一致する。＞

  ※合計額が、別紙様式５の①の
　「平成２４年度分介護職員処遇
　　改善加算総額」と一致してい
　　るか確認してください。

　＜県外に事業所がある場合は、別紙
　　様式５（添付書類２）の岡山県欄
　　の額と一致する。＞

-150-



岡山市参考様式

法　人　名

(単位：円）

3,600,000 ←
自動計算
入力不要

　ア 3,600,000 ←
自動計算
入力不要

3,360,000

240,000

イ

（注）

・

・

・

・

・

　アに対応した法定福利費の事業主
　負担増加額

（　　　　　　　）手当

（　　　　　　　）手当

（　　　　　　　）手当

賞与（一時金）

基本給（日給）

基本給（時給）

（　　夜勤　　）手当

その他（　　　　　　　　　）

　個々の職員別、月別の内訳の提出は不要であるが、賃金改善所要額を算出した
基礎資料については、加算を賃金改善に充てたことがわかる書類とともに、実績報
告後５年間保管しておくこと。

　アには、法定福利費の事業主負担増加額を含まない。

　改善した給与項目のうち、加算を充当しなかったものについては、記入不要。

賃金改善所要額 （別紙様式５の⑦） の積算根拠資料　記入例

　イの額に加算を充当しなくても、賃金改善所要額が加算受給総額を上回る場合
は、イへの記入は不要

　別紙様式５の⑥の記載内容に対応するよう記入すること

ミコロ・ハコロ介護サービス株式会社

　賃金改善所要額（ア＋イ）

　賃金改善額

基本給（月給）
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認知症介護研修体系

（ 実施機関：（福）東北福祉会 認知症介護研究・研修仙台センター）フォローアップ研修

（ 実施機関：（福）東北福祉会 認知症介護研究・研修仙台センター）認知症介護指導者養成研修

（実施機関：県指定法人 一般社団法人 岡山県老人保健施設協会、実践リーダー研修
公益社団法人 全国老人福祉施設協議会、（福）新生寿会 ）

認知症対応型共同生活介護事業所が短期利用共同生活介護を行う場合に
研修修了者を配置する必要あり

小規模多機能型居宅介護事 認知症対応型共同生活介護事 小規模多機能型居宅介護事業 認知症対応型通所介護事業所、小規
業者、認知症対応型共同生 業所の 所、複合型サービス事業所の 模多機能型居宅介護事業所、認知症計画作成担当者
活介護事者、複合型サービ 対応型共同生活介護事業所、複合型計画作成担当者

代表者 管理者ス事業者の サービス事業所の

小規模多機能型サービス等 認知症対応型サービス事業
計画作成担当者研修 管理者研修

（実施機関： 実施機関：（
（福）岡山県社会福祉協議会） （福）岡山県社会福祉協議会）

事業認知症対応型サービス
開設者研修

（実施機関：県指定法人（福）岡山県社会福祉協議会、（財）岡山ふれあい公社、（実施機関： 実践者研修
一般社団法人 岡山県老人保健施設協会 ）（福）岡山県社会福祉協議会）

対象：法人経営（運営）者 対象：介護保険施設・事業所等の介護職員等-
1
5
3
-



研修名 実施団体
申込締切/申込
先

定員

①48名
②60名

③54名
④42名

（福）新生寿会 平成24年度は実施無し

小規模多機能型
サービス等計画作成
担当者研修

（福）岡山県社会福祉協議会
申込締切8/8
（岡山市）

20名

認知症対応型サー
ビス事業開設者研修

（福）岡山県社会福祉協議会
申込締切8/8
（岡山市）

20名

フォローアップ研修
認知症介護研究・研修仙台セン
ター

申込締切　3/31
（岡山市）

-

※実践者研修　（研修機関での講義・演習後、自施設実習を4週間実施しレポートを提出後に修了証を交付）

（参考）　　　　　平成24年度　岡山市認知症介護実践者等養成事業（認知症介護研修）実施スケジュール　　　　平成25年度は未定

（公社）全国老人福祉施設協議会

8月 9月 10月 11月

実践リーダー研修

実践者研修（※）

①36名
②36名

申込締切5/29
（岡山市）

3月7月 12月 1月 2月5月 6月

管理者研修

（福）岡山県社会福祉協議会 各回78名

（般社）岡山県老人保健施設協会

（般社）岡山県老人保健施設協会

30名

36名

（財）岡山市ふれあい公社

申込締切7/20
（岡山県老人保
健施設協会　老
人保健施設ゆめ
の里）

申込締切5/15
（岡山県社会福
祉協議会）

申込締切8/8
（岡山市）

申込締切8/10
（岡山県老人保
健施設協会）

①申込締切5/31
（岡山ふれあい
センター）
②申込締切7/31
（北ふれあいセ
ンター）
③申込締切9/30
（南ふれあいセ
ンター）
④申込締切
10/31（西ふれあ
いセンター）

（注）原則として、岡山市への受講申込（実践者研修（県社協実施分）・管理者研修・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修・認知症対応型サービス事業開設者研修・認知症介護指導者養成研修・フォローアップ研修）は、岡山市に所在する地域密着
型サービス事業所に勤務する方が対象です。

認知症介護指導者
養成研修

認知症介護研究・研修仙台セン
ター

-
申込締切3/31
（岡山市）

（福）岡山県社会福祉協議会
各回20
名

職場研修：9/17～10/12

（後期）講義・演習10/15～10/26

②（前期）講義・演習：8/27～9/14

▲ ▲ ▲▲

▲ ▲ ▲ ▲
▲ ▲ ▲ ▲

講義・演習：7/23～26 講義・演習：8/28～
31

講義・演習：9/25～30 講義・演習：10/23～26

▲ ▲ ▲ ▲

①講義・演習:6/23,7/1,7,15 ②講義・演習：9/9,16,29,30

③講義・演習：10/21,27,11/3,10

④講義・演習：12/2,8,16,24

①自施設実習：9/１4～10/11①講義・演習：9/10～13

②講義・演習：10/9～12 ②自施設実習：10/１3～11/9

▲

▲

▲ ▲ ▲

③（前期）講義・演習：11/26～12/14

職場研修：12/17～Ｈ25/1/18

（後期）講義・演習Ｈ25/1/21～Ｈ25/2/1

講義・演習：9/19 講義・演習：11/26 講義・演習：3/8

講義・演習：6/18～8/20

講義・演習：11/5～Ｈ25/1/17

講義・演習：10/19

講義・演習：9/2

①（前期）講義・演習：5/21～6/8

職場研修：6/11～7/6

（後期）講義・演習7/9～7/20

①講義・演習：7/30～8/3 ②講義・演習：2/18～2/22

-
1
5
4
-



認知症研修一覧

認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営につ
いて

実施主体 研修対象者 修了証書 研修対象者

実践者研修

都道府県、市町村及び都道府県知事又は市町村
が指定する法人
（岡山県の場合は岡山県知事指定の（福）岡山県
社会福祉協議会の一法人）

介護保険施設・事業所等に従事する介護職員等 指定法人
原則として身体介護に関する基本的知識・技術を
習得している者で、概ね実務経験２年程度の者

実践リーダー研修

都道府県、市町村及び都道府県知事又は市町村
が指定する法人
（岡山県の場合は岡山県知事指定の（一般社団法
人）岡山県老人保健施設協会、（公益社団法人）全
国老人福祉施設協議会、（福）新生寿会の計三法
人）

介護保険施設・事業所等に従事する介護職員等 指定法人

介護保険施設又は指定居宅介護サービス事業者
及び指定地域密着型事業者等において介護業務
に概ね５年以上従事した経験を有する者で実践者
研修を修了し１年以上経過している者

都道府県又は指定都市
（岡山県並びに岡山市の場合は（福）岡山県社会
福祉協議会に委託）

指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定認知
症対応型共同生活介護事業所及び複合型サービ
ス事業所の代表者

岡山県並びに岡山市
特に地域密着型サービスの新規開設を予定する
事業者からの推薦は配慮する

都道府県又は指定都市
（岡山県並びに岡山市の場合は（福）岡山県社会
福祉協議会に委託）

指定認知症対応型通所介護事業所、指定小規模
多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共
同生活介護事業所及び複合型サービス事業所の
管理者又は管理者になることが予定される者で、
実践者研修（基礎課程）を修了している者

岡山県並びに岡山市
特に地域密着型サービスの新規開設を予定する
事業者からの推薦は配慮する

都道府県又は指定都市
（岡山県並びに岡山市の場合は（福）岡山県社会
福祉協議会に委託）

指定小規模多機能型居宅介護事業所及び複合型
サービス事業所の計画作成担当者又は計画作成
担当者になることが予定される者で実践者研修
（基礎課程）を修了している者

岡山県並びに岡山市
特に小規模多機能型居宅介護事業所の新規開設
を予定する事業者からの推薦は配慮する

認知症介護研究・研修センター
（岡山県並びに岡山市の場合は（福）東北福祉会
の仙台センター）

別途
認知症介護研究・研修仙台
センター

実践リーダー研修を修了した者（専門課程を修了
した者を含む）

認知症介護研究・研修センター
（岡山県並びに岡山市の場合は（福）東北福祉会
の仙台センター）

認知症介護実践研修の企画・立案に参画又は講
師として現に従事している若しくは予定している者
で指導者養成研修修了後１年以上経過している者

認知症介護研究・研修仙台
センター

認知症介護実践研修の企画・立案に参画又は講
師として現に従事している若しくは予定している者
で指導者養成研修修了後１年以上経過している者

※小規模多機能、ＧＨの管理者に就任するには、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、ＧＨ等の職員又は訪問介護員等として、３年以上認知症高齢者の介護に従事した経験を有する者であることが必要（基準奨
励並びに解釈通知）

認知症介護指導者養成研修

フォローアップ研修

認知症介護実践者等養成事業の実施について

認知症介護実践研修

認知症対応型サービス事業管理者研修

小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修

認知症対応型サービス事業開設者研修

-
1
5
5
-
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岡事指 第９４１号 

平成２５年１月２６日 

各介護保険サービス事業者 様 

                            岡山市事業者指導課長 

平成２５年度認知症介護指導者養成研修の受講者推薦 

（岡山市内に所在する介護保険事業者の推薦分）について（依頼） 

 平素から、本市介護保険行政におきましてはご理解とご協力を賜り、厚くお礼申し

上げます。 

 さて、標記について、社会福祉法人東北福祉会 認知症介護研究・研修仙台センタ

ーから別添のとおり通知がありました。つきましては、研修対象者の要件を満たした

上で、受講者の推薦がある場合は下記のとおり必要書類の提出をお願いします。 

記 

１．提出書類 受講推薦書（別紙１） 

       承諾書（推薦法人・事業者用）（別紙２） 

       承諾書（受講申込者用）（別紙３） 

認知症介護指導者養成研修受講申込書（別紙様式１） 

認知症介護指導者養成研修に係る推薦書（別紙様式２） 

受講者考査のための実践事例報告に関する提出書類（別紙様式３） 

認知症介護実践リーダー研修修了証書の写し 

２．提出部数 各１部

３．提出期限 平成２５年３月２２日（金）必着 

４．その他  ・詳しくは、岡山市ホームページ「平成 25 年度認知症介護研究・研

修仙台センター認知症介護指導者養成研修受講者募集要項」を参照

ください。 

・研修受講に要する経費は事業者の負担となります。

・受講者は、推薦者の中から仙台センターが決定します。 

提出先及び本件に関する問い合わせ先 

〒700-0913 岡山市北区大供三丁目１番１８号 

岡山市役所保健福祉局事業者指導課 地域密着指導係 

Tel：（086）212-1012 Fax：（086）221-3010 
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「介護サービス情報の公表」制度について

１ 「介護サービス情報の公表」制度の概要

 「介護サービス情報の公表」制度は、介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）の改正によ
り、平成 18年 4月 1日から介護サービスを利用しようとする者等が介護サービス事業者を
主体的かつ適切に選択するための情報をインターネット等で提供する仕組みとして導入さ

れました。

 本制度については、平成 24年 4月施行の介護保険法の改正により平成 24年度から、都
道府県知事が必要と認める場合に調査を実施し、手数料によらない運営ができる仕組みへ

と見直されました。

 本県では、制度改正に対応した円滑な運用をめざし、平成 23年度から手数料を徴さず運
用をすることとし、調査事務及び公表事務を、県（保健福祉部長寿社会課及び各事業所を

所管する県民局健康福祉部健康福祉課）において実施しています。

２ 平成 25年度の運営について
＜新規事業所＞は「基本情報」を、基準日前の一年間に提供したサービスの対価とし

ての支払いが百万円を超える＜既存事業所＞は「基本情報」と「運営情報」をシステムへ

の入力により報告していただき公表することになります。また、「県独自項目」「事業所の

特色」が任意で公表できます。

  なお、県が新たに定める指針に基づき、必要に応じて調査を実施します。

  具体的な平成 25 年度の事業運営については、平成 25 年度「公表計画」を定め、改め
てお知らせします。

３ その他

  事業所向け操作マニュアル及び報告サブシステム（事業所向け）ＵＲＬ等介護サービ

ス情報に関することは、下記に掲載しています。

    岡山県保健福祉部長寿社会課ＨＰ

      ＞介護保険・老人福祉関係事業者の皆様へのお知らせ

       「介護サービス情報の公表」について

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-7669.html 

平成２５年度予定

基本情報
必須項目

運営情報〈既存事業所は必須項目・新規事業所は任意項目〉

県独自項目
公表内容

任意項目
事業所の特色

調 査 調査指針に基づき知事が必要と認める場合に実施

手数料 負担なし

公表サーバー 国が一元管理するサーバーで公表（H24.10運用開始）
実施機関 県が直接実施（長寿社会課・県民局健康福祉課）
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岡山県「介護サービス情報の公表」制度における調査に関する指針

 「介護サービス情報の公表」制度については、介護保険法（平成 9 年法律第 123 号。以
下「法」という。）第 115条の 35第 3項及び健康保険法等の一部を改正する法律（平成 18
年法律第 83号）附則第 130条の 2第 1項の規定によりなおその効力を有するものとされた
同法第 26条の規定による改正前の介護保険法（以下「旧法」という。）第 115条の 35第 3
項の規定による調査の実施に当たって、介護保険法施行規則（平成 11年厚生省令第 36号）
第 140条の 47の 2の規定により、県の調査指針を定める。

１ 調査実施の指針

  調査は、原則、下記の場合に行うこととする。

 （１）事業者自らが調査を希望する場合

 ただし、調査希望事業所に対しては、当該年度の県の実地指導を優先的に実施し、実地

指導と同時に調査をすることとする。

 また、外部評価が義務付けられている地域密着型サービス事業所や福祉サービス第三者

評価を定期的に実施している事業所については、調査を行わないこととする。

（２）公表内容について、利用者等から通報があり、調査において内容確認が必要であ

ると判断される場合

 （３）報告内容に虚偽が疑われる場合

 （４）県所管事業所・施設について新規指定後初めて実地指導を行う場合

２ 調査の効果的実施

調査を効果的に実施するために、上記１の（１）は、調査を希望する旨を毎年度５月末ま

でに、各事業所を所管する県民局へ連絡してきた場合に限り実施する。

また、県が指定権限を有しない事業所（指定都市等が指定する事業所又は市町村が指定す

る地域密着型事業所）に対しても調査をすることができるが、調査を実施する必要がある

場合には、該当の指定権者に適宜情報を提供し、連携の上、適正な調査を行うこととする。

附則（施行期日）

 この指針は、平成２４年１０月１日から施行する。
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平成25年度版（案）

介護サービスを利用しようとする者等が介護サービス事業者を主体的に選択できるように、その判断に資するための
「介護サービス情報」を、比較検討が可能な形でインターネットを通じて提供する仕組み

平成２５年度公表計画の策定   ＆　　調査指針の策定

１　県独自項目（任意項目）
〈例〉

２　基本情報（全事業所必須項目）
〈例〉
　・事業所の職員体制
　・床面積、機能訓練室等の設備
　・利用料金・特別な料金
　・サービス提供時間　　　　等

〈例〉 〈例〉

②事業者からの報告

　インターネットによる報告 ＝
（出来ない場合は、調査表を記入し
　県民局へ提出。）

＜４事業所の特色＞

★県独自項目・基本情報・運営情報

　が公表されている事業所が対象

★県の受理・確認作業対象外

　報告と同時に公表される

国が一元管理するシステム

　・身体拘束を廃止する取り組みの有無　　等

岡山県「介護サービス情報の公表」制度の仕組み

介護サービス事業者

長寿社会課

基準省令条例化に伴い設定された独自基準等を
報告項目とすることを検討中

　・従業員や利用者の特色
　・定員に対する空き情報
　・写真や動画　　　　　等

３　運営情報（既存事業所必須項目）

　・介護サービスに関するマニュアルの有無

＜１県独自項目＞＋＜２基本情報＞＋＜３運営情報＞

　介護サービスの内容及び運営状況
に関する情報であって、要介護者等
が適切かつ円滑に介護サービスを利
用することができる機会を確保する
ために公表されることが必要なもの

【介護サービス情報】

　　「介護サービス情報」に基づく比較検討を通じて、自ら主体的に介護サービス事業者を選択

利用者又はその家族等

各事業所を所管する県民局

４　事業所の特色　　（任意項目）

※調査指針に基づき調
査を実施する。
※面接調査に加え、県
において適正に実施で
きると判断する方法で行
う。

　・サービス提供内容の記録管理の有無
　・職員研修のガイドラインや実績の有無

①

通

知

①

通

知

②

事

業
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が

報

告

③
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表

受 理

確 認

県

民
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調
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※
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